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(57)【要約】
【課題】樹脂フィルムとして変形しやすい光学フィルム
を用いた場合であっても、過酷な環境下での耐久性に優
れる粘着剤層付き樹脂フィルム、及びこれを液晶セル等
のガラス基板に貼合してなる光学積層体を提供すること
にある。
【解決手段】樹脂フィルムの表面に、第一のアクリル樹
脂を含有する粘着剤組成物から形成される粘着剤層が設
けられた粘着剤付き樹脂フィルムであって、この第一の
アクリル樹脂は、使用する単量体の配合割合と単量体１
分子あたりのカルボニル基の重量とから求められるアク
リル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率が、２４
％以上のものである。上記の粘着剤層は、（Ａ）第一の
アクリル樹脂１００重量部、（Ｂ）イソシアネート系架
橋剤０.１～１重量部、及び（Ｃ）シラン化合物０．０
５～５重量部を含有する粘着剤組成物から形成すること
ができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂フィルムの表面に、第一のアクリル樹脂を含有する粘着剤組成物から形成される粘
着剤層が設けられた粘着剤付き樹脂フィルムであって、
　前記第一のアクリル樹脂は、使用する単量体の配合割合と単量体１分子あたりのカルボ
ニル基の重量とから求められるアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率が２４
％以上であることを特徴とする粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項２】
　前記粘着剤層が、
　（Ａ）（ａ１）（メタ）アクリル酸アルキルエステル６０～ ９６.９９重量％、
　（ａ２）分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環とを有する不
飽和単量体２～３０重量％、
　（ａ３）カルボキシル基を有する不飽和単量体 ０.０１～２重量％、及び
　（ａ４）水酸基を有する不飽和単量体、アミド結合を有する不飽和単量体及びアミノ基
を有する不飽和単量体からなる群より少なくとも１つ選ばれる単量体１～８重量％
を含む単量体混合物から得られる共重合体であり、かつ重量平均分子量が５０万～１７０
万である前記第一のアクリル樹脂１００重量部、
　（Ｂ）イソシアネート系架橋剤 ０.１～１重量部、並びに
　（Ｃ）シラン化合物 ０．０５～５重量部
を含有する粘着剤組成物から形成される請求項１に記載の粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項３】
　前記（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）は、少なくとも炭素数１～３のアル
キル基を有するアクリル酸アルキルエステル及び炭素数１～１０のアルコキシ基で置換さ
れていてもよい炭素数４～１４のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステ
ルを含む混合物である請求項２に記載の粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項４】
　前記樹脂フィルムは、偏光板及び位相差フィルムから選ばれる光学フィルムである請求
項１～３のいずれかに記載の粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項５】
　前記偏光板は、保護フィルム、偏光フィルム及び位相差フィルムがこの順に積層された
ものであって、保護フィルムが第二のアクリル樹脂からなる透明樹脂フィルムであり、位
相差フィルムがシクロオレフィン系樹脂、セルロース系樹脂、ポリエステル系樹脂及びポ
リカーボネート系樹脂からなる群より選ばれる樹脂からなる樹脂フィルムである請求項４
に記載の粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項６】
　前記光学フィルムは、厚さ０.５mm のガラスに貼着された状態で８５℃にて２４時間保
管したときの反り量が、絶対値で１４００μm 以上である請求項４又は５に記載の粘着剤
付き樹脂フィルム。
【請求項７】
　前記粘着剤層は、温度２３℃における引張弾性率が０.２２MPa以上である請求項１～６
のいずれかに記載の粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項８】
　前記粘着剤層の表面に、剥離フィルムが貼着されている請求項１～７のいずれかに記載
の粘着剤付き樹脂フィルム。
【請求項９】
　請求項４～７のいずれかに記載の粘着剤付き樹脂フィルムが、その粘着剤層側でガラス
基板に積層されてなることを特徴とする光学積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、粘着剤層がフィルム表面に形成された粘着剤付き樹脂フィルムに関するもの
である。この樹脂フィルムとしては、例えば、偏光板及び位相差フィルムを包含する光学
フィルムを挙げることができる。本発明はまた、樹脂フィルムが光学フィルムで構成され
た粘着剤付き樹脂フィルムを、ガラス基板に積層してなる液晶表示用の光学積層体にも関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板は、液晶表示装置に装着され、広く使用されている。この偏光板は一般に、偏光
フィルムの少なくとも片面に保護フィルムとして透明樹脂フィルムが積層された構成であ
るが、そのほか、偏光板に位相差が付与された透明樹脂フィルム（位相差フィルム）が積
層された構成のもの（楕円偏光板）もある。これらの偏光板は、その保護フィルム又は位
相差フィルムの表面に粘着剤層が設けられ、さらに粘着剤層の上に剥離フィルムが貼着さ
れた状態で流通している。本明細書では、上記のような偏光板、楕円偏光板、位相差フィ
ルムなどを一括して光学フィルムと呼ぶ。粘着剤層が設けられた光学フィルムは、粘着剤
層から剥離フィルムを剥がした後、露出した粘着剤層を介して液晶セルに貼合され、液晶
表示装置として用いられる。
【０００３】
　上記の液晶表示装置は、高温又は高湿熱条件下や加熱と冷却が繰り返される条件下にさ
らされると、その構成部材である光学フィルムに寸法変化が生じ、粘着剤層の発泡や、光
学フィルムと粘着剤層との間又は粘着剤層と液晶セルとの間に浮きや剥れなどを生じるこ
とがあった。したがって、このような不具合を生じず、耐久性に優れる液晶表示装置が求
められている。
【０００４】
　この対策の一つとして、粘着剤の開発が行われている。例えば、特許第3997270 号（特
許文献１）には、光学フィルム用の粘着剤として、芳香族含有モノマーを共重合成分とす
る特定の（メタ）アクリル系重合体を用いるアクリル系粘着剤組成物を使用することによ
り、これからなる粘着剤層を形成した光学フィルム（光学部材）をガラス基板に貼着した
ときに、光学部材の寸法変化による応力が緩和されることや、高湿熱条件下での剥がれや
発泡が防止されることなどが記載されている。しかしながら、このような粘着剤組成物は
、一般的な温度範囲の試験では十分な耐久性を示すものの、車載用途などの過酷な使用環
境を想定した試験では粘着剤層と液晶セルとの間に浮きや剥れが発生することがままあっ
た。特に、このような浮きや剥れは、粘着剤層が貼合される光学フィルムの透湿度が低い
場合に顕著に見られていた。
【０００５】
　上記のような過酷な使用環境下での耐久性を向上させた粘着剤として、例えば、特許第
4134350 号（特許文献２）には、粘着剤組成物に含有されるアクリル系ポリマーの単量体
成分としてアルキル（メタ）アクリレート、分子内に水酸基を有する単量体及び分子内に
特定の官能基を有する単量体を用いることが記載されている。また特開 2012-196953号公
報（特許文献３）には、特定のアクリル樹脂を含有する粘着剤組成物について記載されて
おり、その実施例において、この粘着剤組成物が透湿度の低い光学フィルムに適用しても
十分な耐久性を有することが示されている。
【０００６】
　一方、液晶表示装置は近年、携帯電話や車載用カーナビゲーションシステムをはじめと
するモバイル機器向けに展開されており、これに伴ってその薄型軽量化や低コスト化が求
められている。そのため、液晶表示装置に用いられる保護フィルムに対しても、フィルム
の薄膜化や安価な樹脂フィルムへの切り替えが要求され、従来の保護フィルムより薄いフ
ィルムや剛性の低い樹脂フィルムが採用されることがある。しかしながら、このような保
護フィルムは、偏光フィルムの収縮抑制力が十分でなく、得られる偏光板が変形しやすい
傾向にある。そして、このような偏光板を液晶セルに適用した液晶表示装置は、過酷な環
境下での耐久性が十分ではないという問題がある。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３９９７２７０号（特開２００７－１３８０５６号公報）
【特許文献２】特許第４１３４３５０号（特開２００４－９１５００号公報）
【特許文献３】特開２０１２－１９６９５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであって、例えば、樹脂フィルム
として変形しやすい光学フィルムを用いた場合であっても、過酷な環境下での耐久性に優
れる粘着剤層付き樹脂フィルム、及びその粘着剤付き樹脂フィルムが液晶セルを代表とす
るガラス基板に貼合されてなる光学積層体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　すなわち本発明は、樹脂フィルムの表面に、第一のアクリル樹脂を含有する粘着剤組成
物から形成される粘着剤層が設けられた粘着剤付き樹脂フィルムであって、第一のアクリ
ル樹脂は、使用する単量体の配合割合と単量体１分子あたりのカルボニル基の重量とから
求められるアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率が２４％以上であることを
特徴とする粘着剤付き樹脂フィルムを提供するものである。
【００１０】
　上記の粘着剤付き樹脂フィルムにおける粘着剤層は、（Ａ）（ａ１）（メタ）アクリル
酸アルキルエステル６０～ ９６.９９重量％、（ａ２）分子内に１個のオレフィン性二重
結合と少なくとも１個の芳香環とを有する不飽和単量体２～３０重量％、（ａ３）カルボ
キシル基を有する不飽和単量体 ０.０１～２重量％、及び（ａ４）水酸基を有する不飽和
単量体、アミド結合を有する不飽和単量体及びアミノ基を有する不飽和単量体からなる群
より少なくとも１つ選ばれる単量体１～８重量％を含む単量体混合物から得られる共重合
体であり、かつ重量平均分子量が５０万～１７０万である第一のアクリル樹脂１００重量
部、（Ｂ）イソシアネート系架橋剤０.１～１重量部、並びに（Ｃ）シラン化合物０．０
５～５重量部を含有する粘着剤組成物から形成されることができる。
【００１１】
　上記の（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）は、少なくとも炭素数１～３のア
ルキル基を有するアクリル酸アルキルエステル及び炭素数１～１０のアルコキシ基で置換
されていてもよい炭素数４～１４のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエス
テルを含む混合物であることが好ましい。
【００１２】
　本発明における樹脂フィルムは、偏光板及び位相差フィルムから選ばれる光学フィルム
であることができる。この偏光板としては、保護フィルム、偏光フィルム及び位相差フィ
ルムがこの順に積層されたものであって、保護フィルムが第二のアクリル樹脂からなる透
明樹脂フィルムで構成され、位相差フィルムがシクロオレフィン系樹脂、セルロース系樹
脂、ポリエステル系樹脂及びポリカーボネート系樹脂からなる群より選ばれる樹脂からな
る樹脂フィルムで構成されたものが挙げられる。また、上記の光学フィルムには、市販の
粘着剤を介して厚さ０.５mm のガラスに貼着された状態で８５℃にて２４時間保管したと
きの反り量が絶対値で１４００μm 以上であるものを使用することができる。
【００１３】
　本発明において、粘着剤層は、温度２３℃における引張弾性率が０.２２MPa以上である
ことが好ましい。また、本発明の粘着剤付き樹脂フィルムは、その粘着剤層の表面に、剥
離フィルムを貼着することができる。
【００１４】
　さらに、樹脂フィルムが光学フィルムである場合、その粘着剤層側で液晶セルに積層し
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て液晶表示用の光学積層体とすることができる。本発明はまた、このような光学積層体を
提供するものである。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、例えば、樹脂フィルムを光学フィルムで構成し、液晶セルのガラス基
板に積層することで液晶表示用の光学積層体を得ることができる。この光学積層体は、そ
れを構成する光学フィルムが車載用途などを想定した過酷な環境下において寸法変化やカ
ール等の変形を生じやすいものであっても、変形がその粘着剤層によって抑制され、また
この粘着剤層が光学フィルムと液晶セルとを強力に接着できることから光学フィルムと粘
着剤層との界面、又は粘着剤層と液晶セルとの界面に生じる浮きや剥れなどが抑制され、
耐久性に優れたものとなる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明に係る光学積層体の好適な層構成の例を示す断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明を詳細に説明する。本発明の粘着剤付き樹脂フィルムは、樹脂フィルムに
第一のアクリル樹脂を主成分として含有する粘着剤組成物から形成される粘着剤層が設け
られたものであり、この第一のアクリル樹脂は、共重合に用いる単量体の配合割合とその
単量体１分子あたりのカルボニル基の重量とから求められるアクリル樹脂中に存在するカ
ルボニル基の重量比率が２４％以上であることを特徴とする。また、本発明における樹脂
フィルムには、偏光板及び位相差フィルムを含む光学フィルムを用いることができる。こ
のように樹脂フィルムを光学フィルムで構成した粘着剤付き樹脂フィルムを、本明細書で
は「粘着剤付き光学フィルム」ということがある。まず、樹脂フィルムに設けられる粘着
剤層について説明する。
【００１８】
［粘着剤層（粘着剤組成物）］
　本発明において、樹脂フィルムに設けられる粘着剤層は、共重合に用いる単量体の配合
割合とその単量体１分子あたりのカルボニル基の重量とから求められるアクリル樹脂中に
存在するカルボニル基の重量比率が、２４％以上である第一のアクリル樹脂を含有する粘
着剤組成物から形成されるものである。この粘着剤組成物は、第一のアクリル樹脂を主成
分とするものであり、これに加えて、例えば第一のアクリル樹脂（Ａ）、イソシアネート
系架橋剤（Ｂ）及びシラン化合物（Ｃ）を含有することができる。
【００１９】
　〈第一のアクリル樹脂（Ａ）〉
　本発明では、アクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率が、２４％以上である
第一のアクリル樹脂を含有する粘着剤組成物から粘着剤層を形成することが重要である。
第一のアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率は、第一のアクリル樹脂の共重
合に使用される単量体の配合割合とその単量体１分子あたりのカルボニル基の重量とから
求めることができる。このカルボニル基の重量比率は、共重合に使用される全ての単量体
について、単量体１分子の分子量（Ｍw ）、その単量体が有するカルボニル基の数（Ｎ）
及びカルボニル基の分子量（２８）から求められる単量体１分子あたりのカルボニル基の
重量比を求め、次にこの重量比に、第一のアクリル樹脂の共重合に使用される単量体の全
量を基準にしたその単量体の配合割合（Ｘ）を乗じ、各単量体について求めたこの数値の
和を百分率で表したものであり、次の式によって求められる。
【００２０】
【数１】
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【００２１】
　上記の単量体が有するカルボニル基とは、分子中に存在する炭素－酸素二重結合のこと
である。カルボニル基を有する原子団の例としては、アセチル基（ ＣＨ3ＣＯ－）、アセ
トキシ基（ ＣＨ3ＣＯＯ－）、アルデヒド基（－ＣＨＯ）、イソシアナト基（－ＮＣＯ）
、カルバモイル基（ －ＣＯＮＨ2）、カルボキシル基（－ＣＯＯＨ）、アクリロイルオキ
シ基（ ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＯＯ－）、メタクロイルオキシ基〔ＣＨ2＝Ｃ（ＣＨ3）－ＣＯＯ
－〕、ケトン（－ＣＯ－）、エステル（－ＣＯＯ－）、アミド（－ＣＯＮＨ－）などが挙
げられる。カルボニル基の重量比率は、これらのようなカルボニル基が単量体１分子内に
一つ存在する場合は上記式（Ｉ）中のＮを１とし、分子内に二つ存在する場合は上記式（
Ｉ）中のＮを２として算出する。
【００２２】
　上記式（Ｉ）により求められるアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率は、
その数値が高くなると、アクリル樹脂の極性が高くなるため粘着剤の凝集力が向上する。
粘着剤の凝集力は、一般的な架橋剤を添加することによって向上させることも可能である
が、この方法によると粘着剤層が硬くなる傾向があり、被着体との界面に生じる応力を緩
和しにくくなるため、粘着剤層の接着力が低下することがある。これに対し、粘着剤の主
成分としてアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率が、上記の条件を満たすも
のを採用することで、凝集力と接着性を兼ね備える粘着剤とすることができる。本発明で
は、このような第一のアクリル樹脂を粘着剤の主成分として採用したことによって、粘着
剤付き樹脂フィルムを液晶セル等のガラス基板に貼合してなる光学積層体の樹脂フィルム
が、高温又は高湿熱環境のような過酷な条件下で大きく変形する光学フィルムで構成され
ている場合であっても、光学フィルムの変形を粘着剤層が抑制できるため、また光学フィ
ルムとガラス基板が強く接着されるため、ガラス基板と粘着剤層との界面で生じる浮きや
剥がれが抑制される。
【００２３】
　上記したアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率は、２４％以上であると、
変形の大きい光学フィルムを用いた場合でも耐久性が良好となる。一方、このカルボニル
基の重量比率が高くなりすぎると、耐久性は向上するものの粘着剤のリワーク性が低下す
る傾向にある。そのため、カルボニル基の重量比率は、実用的には３０％以下であるのが
好ましく、２８％以下であるのがより好ましい。
【００２４】
　このような第一のアクリル樹脂は、単量体の共重合体であることができ、その好適な例
として、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）を主成分とし、さらに分子内に１
個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環を有する不飽和単量体（ａ２）、カ
ルボキシル基を有する不飽和単量体（ａ３）、及び極性官能基を有する不飽和単量体（ａ
４）を含む単量体混合物から得られる共重合体を挙げることができる。この極性官能基を
有する不飽和単量体（ａ４）とは、カルボキシル基を有する不飽和単量体（ａ３）以外の
ものであり、例えば、水酸基を有する不飽和単量体、アミド結合を有する不飽和単量体、
アミノ基を有する不飽和単量体などを挙げることができる。
【００２５】
　ここで、（メタ）アクリル酸とは、アクリル酸又はメタクリル酸のいずれでもよいこと
を意味し、その他、（メタ）アクリレートなどというときの「（メタ）」も同様の趣旨で
ある。また、本明細書では、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）を単に「単量
体（ａ１）」と、分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環を有す
る不飽和単量体（ａ２）を単に「単量体（ａ２）」と、カルボキシル基を有する不飽和単
量体（ａ３）を単に「単量体（ａ３）」と、極性官能基を有する不飽和単量体（ａ４）を
単に「単量体（ａ４）」とそれぞれ呼ぶことがある。
【００２６】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）は、下式（II）で示され、ここにＲ1 は
水素原子又はメチル基であり、Ｒ2 は炭素数１～１４のアルキル基である。Ｒ2 で表され
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るアルキル基は、それぞれの基中の水素原子が炭素数１～１０のアルコキシ基によって置
換されていてもよい。
【００２７】
【化１】

【００２８】
　上記式（II）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステルとして、具体的には、ア
クリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アク
リル酸ｎ－オクチル及びアクリル酸ラウリル等の直鎖状のアクリル酸アルキルエステル；
アクリル酸イソプロピル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル及びア
クリル酸イソオクチル等の分枝状のアクリル酸アルキルエステル；メタクリル酸メチル、
メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ
－オクチル及びメタクリル酸ラウリル等の直鎖状のメタクリル酸アルキルエステル；メタ
クリル酸イソブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル及びメタクリル酸イソオクチル等
の分枝状のメタクリル酸アルキルエステルなどが例示される。
【００２９】
　上記のＲ2 がアルコキシ基で置換されたアルキル基である場合、すなわちＲ2 がアルコ
キシアルキル基である式（II）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステルとして、
具体的には、アクリル酸２－メトキシエチル、アクリル酸エトキシメチル、アクリル酸３
－メトキシブチル、アクリル酸４－メトキシペンチル、アクリル酸８－オクチル、メタク
リル酸２－メトキシエチル、メタクリル酸エトキシメチルなどが例示される。
【００３０】
　また、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）は、１種の単量体で構成されても
よいし、２種以上の混合物であってもよいが、本発明では２種以上の単量体の混合物であ
ることが好ましい。その好適な例として、少なくとも炭素数１～３のアルキル基を有する
アクリル酸アルキルエステルと炭素数１～１０のアルコキシ基で置換されていてもよい炭
素数４～１４のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルとを含む混合物
を挙げることができる。
【００３１】
　炭素数１～３のアルキル基を有するアクリル酸アルキルエステルには、上記式（II）の
Ｒ2 が炭素数１～３のアルキル基であるアクリル酸アルキルエステルが該当する。なかで
も、アクリル酸メチル及びアクリル酸エチルを用いるのが好ましく、アクリル酸メチルを
用いるのがより好ましい。
【００３２】
　炭素数１～１０のアルコキシ基で置換されていてもよい炭素数４～１４のアルキル基を
有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルには、上記式（II）のＲ2 が炭素数１～１０
のアルコキシ基で置換されていてもよい炭素数４～１４のアルキル基である（メタ）アク
リル酸アルキルエステルが該当する。なかでも、アクリル酸ｎ－ブチルを用いるのが好ま
しい。
【００３３】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）は、上記した炭素数１～３のアルキル基
を有するアクリル酸アルキルエステル及び炭素数１～１０のアルコキシ基で置換されてい
てもよい炭素数４～１４のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルに加
え、アルキル基を構成する炭素の少なくとも１つが炭素数１～１０のアルコキシ基で置換
されている炭素数１～３のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルを含
んでいてもよい。この化合物を配合する場合は、上記したアクリル樹脂中に存在するカル
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ボニル基の重量比率を満たす範囲で適宜の量とすればよい。
【００３４】
　単量体（ａ１）を、炭素数１～３のアルキル基を有するアクリル酸アルキルエステル及
び炭素数１～１０のアルコキシ基で置換されていてもよい炭素数４～１４のアルキル基を
有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルの混合物とする場合、その配合割合は、具体
的に、第一のアクリル樹脂（Ａ）を構成する全単量体のうち、炭素数１～３のアルキル基
を有するアクリル酸アルキルエステルを２５重量％以上、より好ましくは３０重量％以上
さらに好ましくは３５重量％以上となるように配合する。また炭素数１～１０のアルコキ
シ基で置換されていてもよい炭素数４～１４のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステルは、２５重量％以上、より好ましくは３５重量％以上、さらに好ましくは
４５重量％以上となるように配合する。単量体（ａ１）を混合物とする場合、これらの配
合割合で、かつ前記した単量体（ａ１）の配合量を満たすように用いるのが好ましい。本
発明では、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（ａ１）として、アクリル酸メチル及び
アクリル酸ｎ－ブチルを上記の割合で含有する混合物を用いるのが好ましい。
【００３５】
　単量体（ａ１）は、上記の混合物であることが好ましいが、それに加えて上記したアル
キル基を構成する炭素の少なくとも１つが炭素数１～１０のアルコキシ基で置換されてい
る炭素数１～３のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルのような式（
II）に相当する他の（メタ）アクリル酸アルキルエステルを含んでいてもよい。この場合
の単量体（ａ１）の好適な組成の一つとして、アクリル樹脂（Ａ）を構成する全単量体の
うち、アクリル酸メチルが２５重量％以上、より好ましくは３０重量％以上、さらに好ま
しくは３５重量％以上となるよう、アクリル酸ｎ－ブチルが２５重量％以上、より好まし
くは３５重量％以上、さらに好ましくは４５重量％以上であり、また６５重量％以下、よ
り好ましくは６０重量％以下となるよう配合したものを挙げることができる。アクリル酸
メチルに対するアクリル酸ｎ－ブチルの配合比率が増えると、式（Ｉ）で示されるカルボ
ニル基の重量比率が低下し、粘着剤層の凝集力が低くなるため、光学フィルムの変形を十
分に抑制できない傾向にある。
【００３６】
　分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環を有する不飽和単量体
（ａ２）は、オレフィン性二重結合を含む基として（メタ）アクリロイル基を有するもの
が好ましい。かかる不飽和単量体には、（メタ）アクリル酸ベンジル、ネオペンチルグリ
コールベンゾエート（メタ）アクリレートなども含まれるが、特に式（III ）で示される
フェノキシエチル基含有（メタ）アクリル化合物が好ましい。
【００３７】
【化２】

【００３８】
　このフェノキシエチル基含有（メタ）アクリル化合物を表す前記式（III ）において、
Ｒ3は水素原子又はメチル基であり、ｎは１～８の整数であり、そしてＲ4は水素原子、ア
ルキル基、アラルキル基又はアリール基である。式（III ）中のＲ4 がアルキル基である
場合、その炭素数は１～９程度であることができ、同じくアラルキル基である場合、その
炭素数は７～１１程度、またアリール基である場合、その炭素数は６～１０程度であるこ
とができる。
【００３９】
　式（III）中のＲ4を構成する炭素数１～９のアルキル基としては、メチル、ブチル、ノ
ニルなどが、炭素数７～１１のアラルキル基としては、ベンジル、フェネチル、ナフチル
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メチルなどが、そして炭素数６～１０のアリール基としては、フェニル、トリル、ナフチ
ルなどが、それぞれ挙げられる。
【００４０】
　式（III ）で示される（メタ）アクリル化合物の例を挙げると、（メタ）アクリル酸２
－フェノキシエチル、（メタ）アクリル酸２－（２―フェノキシエトキシ）エチル、エチ
レンオキサイド変性ノニルフェノールの（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリル
酸２－（ｏ－フェニルフェノキシ）エチルなどがある。これら分子内に１個のオレフィン
性二重結合と少なくとも１個の芳香環とを有する不飽和単量体（ａ２）は、それぞれ単独
で用いてもよいし、２種以上併用してもよい。これらのなかでも特に、（メタ）アクリル
酸２－フェノキシエチル又は（メタ）アクリル酸２－（２―フェノキシエトキシ）エチル
を、第一のアクリル樹脂（Ａ）を構成する芳香環を有する不飽和単量体（ａ２）の一つと
して用いるのが好ましい。
【００４１】
　カルボキシル基を有する不飽和単量体（ａ３）は、例えば、アクリル酸、メタクリル酸
及び式（IV）で示されるものなどがある。
【００４２】
【化３】

【００４３】
　上記式（IV）において、Ｒ5 は水素原子又はメチル基であり、Ａは炭素数２～４の２価
の有機基である。Ａで表される２価の有機基は、典型的にはアルキレンであり、それも直
鎖のアルキレンであるのが好ましいが、（メタ）アクリル酸部位〔ＣＨ2＝Ｃ(Ｒ5)ＣＯＯ
－〕と末端のカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）とをつなぐ炭素鎖が直列に少なくとも２とな
ることを前提に、炭素数が３以上であれば分岐していてもよい。式（IV）のなかでも、ア
クリル酸エステルが好ましく、具体的には、アクリル酸２－カルボキシエチル、アクリル
酸３－カルボキシプロピル、アクリル酸４－カルボキシブチル、アクリル酸２－サクシノ
イルオキシエチルなどが例示される。もちろん、これらのアクリル酸エステルをメタクリ
ル酸エステルに変更した化合物も、単量体（ａ３）となりうる。
【００４４】
　アクリル酸２－カルボキシエチルは通常、アクリル酸の二量化によって生産され、その
場合には、主成分であるアクリル酸２－カルボキシエチルのほか、アクリル酸自体や、ア
クリル酸の三量体以上のオリゴマーとの混合物として得られ、そのまま混合物の形で販売
されていることが多い。このように、式（IV）で示されるカルボキシル基含有（メタ）ア
クリル酸エステル（ａ３）とともに、それ以外のカルボキシル基含有（メタ）アクリル系
単量体を共重合させることは、もちろん差し支えない。
【００４５】
　極性官能基を有する不飽和単量体（ａ４）としては、水酸基を有する不飽和単量体、ア
ミド結合を有する不飽和単量体又はアミノ基を有する不飽和単量体から少なくとも１つ使
用することが好ましい。水酸基を有する不飽和単量体とは、水酸基を有する（メタ）アク
リル系単量体であり、その例として、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ
）アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メ
タ）アクリル酸２－（２－ヒドロキシエトキシ）エチル、（メタ）アクリル酸２－又は３
－クロロ－２－ヒドロキシプロピル、ジエチレングリコールモノ（メタ）アクリレートな
どが挙げられる。これらのなかでも、２－ヒドロキシエチルアクリレートを、第一のアク
リル樹脂（Ａ）を構成する単量体（ａ４)の一つとして用いるのが好ましい。
【００４６】
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　アミド結合を有する不飽和単量体は、（メタ）アクリルアミド又は（メタ）アクリルア
ミド誘導体であることが好ましい。（メタ）アクリルアミド誘導体の例を挙げると、Ｎ－
メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－（３－ヒドロキシプロピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（４－ヒドロキシ
ブチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（５－ヒドロキシペンチル）（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－（６－ヒドロキシヘキシル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ－（３－ジメチルアミノプロピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ
－（１，１－ジメチル－３－オキソブチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－〔２－（２－
オキソ－１－イミダゾリジニル）エチル〕（メタ）アクリルアミド、２－アクリロイルア
ミノ－２－メチル－１－プロパンスルホン酸、Ｎ－（メトキシメチル）アクリルアミド、
Ｎ－（エトキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（プロポキシメチル）（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－（１－メチルエトキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（１－
メチルプロポキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－メチルプロポキシメチル
）（メタ）アクリルアミド〔別名　Ｎ－（イソブトキシメチル）（メタ）アクリルアミド
〕、Ｎ－（ブトキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（１，１－ジメチルエトキシ
メチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－メトキシエチル）（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－（２－エトキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－プロポキシエチル）
（メタ）アクリルアミド、Ｎ－〔２－（１－メチルエトキシ）エチル〕（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－〔２－（１－メチルプロポキシ）エチル〕（メタ）アクリルアミド、Ｎ－〔
２－（２－メチルプロポキシ）エチル〕（メタ）アクリルアミド〔別名　Ｎ－（２－イソ
ブトキシエチル）（メタ）アクリルアミド〕、Ｎ－（２－ブトキシエチル）（メタ）アク
リルアミド、Ｎ－〔２－（１，１－ジメチルエトキシ）エチル〕（メタ）アクリルアミド
などが挙げられる。これらのなかでも特に、Ｎ－（メトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ
－（エトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（プロポキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－
（ブトキシメチル）アクリルアミド、又はＮ－（２－メチルプロポキシメチル）アクリル
アミドが好ましく用いられる。
【００４７】
　アミノ基を有する不飽和単量体は、分子内にオレフィン性二重結合とアミノ基とを有す
る化合物であることが好ましく、例えば、アミノエチル（メタ）アクリレート、ジメチル
アミノエチル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、ビ
ニルピリジンなどを挙げることができる。
【００４８】
　単量体（ａ４）は、水酸基を有する不飽和単量体、アミド結合を有する不飽和単量体及
びアミノ基を有する不飽和単量体の中から、１種類の単量体を選択して配合してもよいし
、２種類以上の単量体を選択して配合してもよい。また、同一の官能基を有する単量体（
ａ４）であって、その構造の異なる単量体を併用してもよい。
【００４９】
　上記の４つの単量体を共重合させる場合、それぞれの単量体の配合量は、単量体混合物
の全体量を基準に、式（II）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル、すなわち
単量体（ａ１）が６０～ ９６.９９重量％、分子内に１個のオレフィン性二重結合と少な
くとも１個の芳香環を有する不飽和単量体、すなわち単量体（ａ２）が２～３０重量％、
カルボキシル基を有する不飽和単量体、すなわち単量体（ａ３）が ０.０１～２重量％、
そして水酸基を有する不飽和単量体、アミド結合を有する不飽和単量体又はアミノ基を有
する不飽和単量体から少なくとも１つ選ばれた単量体、すなわち単量体（ａ４）が１～８
重量％であるのが好ましい。単量体（ａ１）～（ａ４）をこのように限定された割合で配
合し、さらにアクリル樹脂中に存在するカルボニル基の重量比率を２４％以上に調整する
ことにより、本発明の粘着剤付き樹脂フィルムを適用した光学積層体は、粘着剤層とガラ
ス基板との界面に浮きや剥がれが生じにくく、耐久性に優れたものとなる。また、単量体
の配合量において、単量体（ａ１）は ９６.９９重量％以下であるのが、単量体（ａ２）
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は１０重量％未満であるのが、単量体（ａ３）は１重量％以下であるのが、さらに単量体
（ａ４）は５重量％以下であるのがそれぞれより好ましい。もちろん単量体（ａ１）～（
ａ４）それぞれの配合量の合計量が１００重量％を超えることはない。
【００５０】
　本発明に用いる第一のアクリル樹脂（Ａ）は、単量体（ａ１）～（ａ４）に加え、それ
ら以外の単量体を共重合させてもよい。単量体（ａ１）～（ａ４）以外の単量体の例を挙
げると、エポキシ環をはじめとする複素環基を有する不飽和単量体、分子内に脂環式構造
を有する（メタ）アクリル酸エステル、スチレン系単量体、ビニル系単量体、分子内に複
数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体などがある。
【００５１】
　エポキシ環をはじめとする複素環基を有する不飽和単量体の例を挙げると、アクリロイ
ルモルホリン、ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、テトラヒドロフル
フリル（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性テトラヒドロフルフリルアクリレート
、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）ア
クリレート、２，５－ジヒドロフランなどがある。
【００５２】
　次に、分子内に脂環式構造を有する（メタ）アクリル酸エステルについて説明する。脂
環式構造とは、炭素数が、通常５以上、好ましくは５～７程度のシクロパラフィン構造で
ある。脂環式構造を有するアクリル酸エステルの例を挙げると、アクリル酸イソボルニル
、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸ジシクロペンタニル、アクリル酸シクロドデシ
ル、アクリル酸メチルシクロヘキシル、アクリル酸トリメチルシクロヘキシル、アクリル
酸tert－ブチルシクロヘキシル、α－エトキシアクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸シ
クロヘキシルフェニルなどがある。また、脂環式構造を有するメタクリル酸エステルの例
を挙げると、メタクリル酸イソボルニル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸ジ
シクロペンタニル、メタクリル酸シクロドデシル、メタクリル酸メチルシクロヘキシル、
メタクリル酸トリメチルシクロヘキシル、メタクリル酸tert－ブチルシクロヘキシル、メ
タクリル酸シクロヘキシルフェニルなどがある。
【００５３】
　スチレン系単量体の例を挙げると、スチレンのほか、メチルスチレン、ジメチルスチレ
ン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、トリエチルスチレン、プ
ロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、ヘプチルスチレン及びオクチルス
チレン等のアルキルスチレン；フロロスチレン、クロロスチレン、ブロモスチレン、ジブ
ロモスチレン及びヨードスチレン等のハロゲン化スチレン；さらに、ニトロスチレン、ア
セチルスチレン、メトキシスチレン、ジビニルベンゼンなどがある。
【００５４】
　ビニル系単量体の例を挙げると、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、２－
エチルヘキサン酸ビニル及びラウリン酸ビニル等の脂肪酸ビニルエステル；塩化ビニル及
び臭化ビニル等のハロゲン化ビニル；塩化ビニリデン等のハロゲン化ビニリデン；ビニル
ピリジン、ビニルピロリドン及びビニルカルバゾール等の含窒素芳香族ビニル；ブタジエ
ン、イソプレン及びクロロプレン等の共役ジエン単量体；さらには、アクリロニトリル、
メタクリロニトリルなどがある。
【００５５】
　分子内に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体の例を挙げると、１，４－ブタ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート
、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ
（メタ）アクリレート及びトリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート等の分子内
に２個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体；トリメチロールプロパントリ（メタ）
アクリレート等の分子内に３個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体などがある。
【００５６】
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　粘着剤組成物を構成する樹脂成分は、上記した式（II）で示される（メタ）アクリル酸
アルキルエステル、すなわち単量体（ａ１）、分子内に１個のオレフィン性二重結合と少
なくとも１個の芳香環を有する不飽和単量体、すなわち単量体（ａ２）、カルボキシル基
含有不飽和単量体、すなわち単量体（ａ３）、水酸基を有する不飽和単量体、アミド結合
を有する不飽和単量体、又はアミノ基を有する不飽和単量体からから少なくとも１つ選ば
れる単量体、すなわち単量体（ａ４）の共重合体である第一のアクリル樹脂（Ａ）を２種
類以上混合したものであってもよい。また、単量体（ａ１）～（ａ４）に由来する構造単
位を所定の割合で有する第一のアクリル樹脂（Ａ）に、それとは異なるアクリル樹脂を混
合してもよい。この場合に混合される異なるアクリル樹脂は、例えば、前記式（II）の（
メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構造単位を有し、極性官能基を有しないも
のなどを挙げることができる。単量体（ａ１）～（ａ４）を所定割合で共重合させた第一
のアクリル樹脂（Ａ）は、アクリル樹脂全体のうち、８０重量％以上、さらには９０重量
％以上となるようにするのが好ましい。
【００５７】
　単量体（ａ１）～（ａ４）を含む単量体混合物の共重合によって得られる第一のアクリ
ル樹脂（Ａ）は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による標準ポリス
チレン換算の重量平均分子量（Ｍw ）が５０万～１７０万の範囲にあるものを採用するの
が好ましい。この重量平均分子量が５０万以上であると、第一のアクリル樹脂（Ａ）を含
有する粘着剤組成物から形成される粘着剤の高湿熱環境下での接着性が向上する。そのた
め、例えば、これを光学フィルム上に設けた粘着剤付き光学フィルムを液晶セルなどに適
用した光学積層体は、液晶セルと粘着剤層との間に浮きや剥れが発生する可能性が低くな
る傾向にあり、しかもリワーク性も向上する傾向にあることから好ましい。また、この重
量平均分子量が１７０万以下であると、その粘着剤層に貼合される樹脂フィルムの寸法が
変化しても、その寸法変化に粘着剤層が追随して変動する。そのため、粘着剤層が設けら
れた光学フィルムに寸法変化が生じた場合であっても、粘着剤層が追随して変動するため
剥がれなどが発生せず、光学積層体において液晶セルの周縁部の明るさと中心部の明るさ
との間に差がなくなり、白ヌケや色ムラが抑制される傾向にあることから好ましい。重量
平均分子量（Ｍw）と数平均分子量（Ｍn）の比で表される分子量分布（Ｍw／Ｍn）は、特
に限定されないが、例えば、３～７程度の範囲にあることが好ましい。
【００５８】
　また、第一のアクリル樹脂（Ａ）は、粘着性発現のため、そのガラス転移温度が－１０
～－６０℃の範囲にあることが好ましい。樹脂のガラス転移温度は、示差走査熱量計（Ｄ
ＳＣ）により測定することができる。
【００５９】
　粘着剤組成物を構成する第一のアクリル樹脂（Ａ）は、例えば、溶液重合法、塊状重合
法、及び懸濁重合法や乳化重合法のような水を媒体とした重合方法など、公知の各種方法
によって製造することができる。この第一のアクリル樹脂の製造においては、通常、重合
開始剤が用いられる。重合開始剤は、第一のアクリル樹脂の製造に用いられる全ての単量
体の合計１００重量部に対して、 ０.００１～５重量部程度使用される。また、第一のア
クリル樹脂は、例えば紫外線などの活性エネルギー線によって重合を進行させる方法を用
いて製造してもよい。
【００６０】
　重合開始剤としては、熱重合開始剤や光重合開始剤などが用いられる。光重合開始剤と
して、例えば、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピ
ル）ケトンなどを挙げることができる。熱重合開始剤として、例えば、２，２′－アゾビ
スイソブチロニトリル、２，２′－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１′－
アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２′－アゾビス（２，４－ジメ
チルバレロニトリル）、２，２′－アゾビス（２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニ
トリル）、ジメチル－２，２′－アゾビス（２－メチルプロピオネート）、及び２，２′
－アゾビス（２－ヒドロキシメチルプロピオニトリル）等のアゾ系化合物；ラウリルパー
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オキサイド、tert－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化ベンゾイル、tert－ブチルパ
ーオキシベンゾエート、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシジカ
ーボネート、ジプロピルパーオキシジカーボネート、tert－ブチルパーオキシネオデカノ
エート、tert－ブチルパーオキシピバレート、及び（３，５，５－トリメチルヘキサノイ
ル）パーオキサイド等の有機過酸化物；過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、及び過酸
化水素等の無機過酸化物などを挙げることができる。また、過酸化物と還元剤を併用した
レドックス系開始剤なども、重合開始剤として使用しうる。
【００６１】
　第一のアクリル樹脂の製造方法としては、上に示した方法のなかでも、溶液重合法が好
ましい。溶液重合法には、例えば、所望の単量体及び有機溶媒を混合し、窒素雰囲気下に
て熱重合開始剤を添加し、４０～９０℃程度、好ましくは６０～８０℃程度にて３～１０
時間程度攪拌する方法がある。また、反応を制御するため、単量体や熱重合開始剤を重合
中に連続的又は間歇的に添加したり、有機溶媒に溶解した状態で添加したりしてもよい。
ここで、有機溶媒としては、例えば、トルエン、及びキシレン等の芳香族炭化水素類；酢
酸エチル、及び酢酸ブチル等のエステル類；プロピルアルコール、及びイソプロピルアル
コール等の脂肪族アルコール類；アセトン、メチルエチルケトン及びメチルイソブチルケ
トン等のケトン類などを用いることができる。
【００６２】
　〈架橋剤（Ｂ）〉
　架橋剤（Ｂ）は、第一のアクリル樹脂（Ａ）中の、特にカルボキシル基を有する不飽和
単量体、水酸基を有する不飽和単量体及びアミノ基を有する不飽和単量体に由来する構造
単位、また第一のアクリル樹脂（Ａ）中に存在するエポキシ環を有する不飽和単量体と反
応し、アクリル樹脂を架橋させる化合物である。具体的には、イソシアネート系化合物、
エポキシ系化合物、アジリジン系化合物、金属キレート系化合物などが例示される。これ
らのうち、イソシアネート系化合物、エポキシ系化合物及びアジリジン系化合物は、第一
のアクリル樹脂（Ａ）中の極性官能基と反応しうる官能基を分子内に少なくとも２個有す
る。
【００６３】
　イソシアネート系化合物は、分子内に少なくとも２個のイソシアナト基（－ＮＣＯ）を
有する化合物であり、例えば、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ
ート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水添キシリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネ
ート、ナフタレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネートなどが挙げ
られる。また、これらのイソシアネート化合物に、グリセロールやトリメチロールプロパ
ンなどのポリオールを反応せしめたアダクト体や、イソシアネート化合物を二量体、三量
体等にしたものも、粘着剤に用いられる架橋剤となりうる。２種以上のイソシアネート系
化合物を混合して用いることもできる。
【００６４】
　エポキシ系化合物は、分子内に少なくとも２個のエポキシ基を有する化合物であり、例
えば、ビスフェノールＡ型のエポキシ樹脂、エチレングリコールジグリシジルエーテル、
ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリ
セリントリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、トリ
メチロールプロパントリグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ′，Ｎ′－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ′－ジグ
リシジルアミノメチル）シクロヘキサンなどが挙げられる。２種以上のエポキシ系化合物
を混合して用いることもできる。
【００６５】
　アジリジン系化合物は、エチレンイミンとも呼ばれる１個の窒素原子と２個の炭素原子
からなる３員環の骨格を分子内に少なくとも２個有する化合物であり、例えば、ジフェニ
ルメタン－４，４′－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トルエン－２，４－ビス
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（１－アジリジンカルボキサミド）、トリエチレンメラミン、イソフタロイルビス－１－
（２－メチルアジリジン）、トリス－１－アジリジニルホスフィンオキサイド、ヘキサメ
チレン－１，６－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トリメチロールプロパン－ト
リス－β－アジリジニルプロピオネート、テトラメチロールメタン－トリス－β－アジリ
ジニルプロピオネートなどが挙げられる。
【００６６】
　金属キレート化合物としては、例えば、アルミニウム、鉄、銅、亜鉛、スズ、チタン、
ニッケル、アンチモン、マグネシウム、バナジウム、クロム及びジルコニウム等の多価金
属に、アセチルアセトンやアセト酢酸エチルが配位した化合物などが挙げられる。
【００６７】
　これらの架橋剤のなかでも、イソシアネート系化合物、とりわけ、キシリレンジイソシ
アネート、トリレンジイソシアネート若しくはヘキサメチレンジイソシアネート、又はこ
れらのイソシアネート化合物を、グリセロールやトリメチロールプロパンなどのポリオー
ルに反応せしめたアダクト体や、イソシアネート化合物を二量体、三量体等にしたものの
混合物、これらのイソシアネート系化合物を混合したものなどが、好ましく用いられる。
好適なイソシアネート系化合物として、トリレンジイソシアネート、トリレンジイソシア
ネートをポリオールに反応せしめたアダクト体、トリレンジイソシアネートの二量体、及
びトリレンジイソシアネートの三量体、また、ヘキサメチレンジイソシアネート、ヘキサ
メチレンジイソシアネートをポリオールに反応せしめたアダクト体、ヘキサメチレンジイ
ソシアネートの二量体、及びヘキサメチレンジイソシアネートの三量体が挙げられる。
【００６８】
　架橋剤（Ｂ）は、第一のアクリル樹脂（Ａ）１００重量部（２種類以上用いる場合はそ
れらの合計）に対し、 通常０.１～１重量部の割合で配合され、好ましくは０．２～０．
８重量部、さらに好ましくは０．３～０．７重量部の割合で配合される。第一のアクリル
樹脂（Ａ）１００重量部に対する架橋剤（Ｂ）の量が ０.１重量部以上であると、粘着剤
層の耐久性が向上する傾向にあることから好ましく、また１重量部以下であると、粘着剤
付き光学フィルムを液晶表示装置に適用したときの白ヌケが目立たなくなることから好ま
しい。
【００６９】
　〈シラン化合物（Ｃ）〉
　本発明における粘着剤組成物は、シラン化合物（Ｃ）を含有しているのが好ましい。こ
れにより、粘着剤付き樹脂フィルムを液晶セル等のガラス基板に貼合したとき、粘着剤層
とガラス基板との密着性を向上させることができる。シラン化合物（Ｃ）は、架橋剤を配
合する前の第一のアクリル樹脂（Ａ）に含有させておいてもよい。
【００７０】
　シラン化合物は、ケイ素原子にアルコキシ基等の加水分解性の基が結合するとともに、
ビニル基、アミノ基、エポキシ基、ハロアルキル基、（メタ）アクリロイル基又はメルカ
プト基等の反応性官能基を有する有機基が結合した化合物でありうる。それぞれの具体的
化合物を例示すると、ビニル基を有するシラン化合物には、ビニルトリメトキシシラン、
ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シランなどがある。
アミノ基を有するシラン化合物には、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメ
チルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシ
ラン、３－アミノプロピルトリエトキシシランなどがある。エポキシ基を有するシラン化
合物には、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルト
リエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルジメトキシメチルシラン、３－グリシドキ
シプロピルエトキシジメチルシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルト
リメトキシシランなどがある。ハロアルキル基を有するシラン化合物には、３－クロロプ
ロピルメチルジメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシランなどがある。（
メタ）アクリロイル基を有するシラン化合物には、３－（メタ）アクリロイルオキシプロ
ピルトリメトキシシランなどがある。メルカプト基を有するシラン化合物には、３－メル
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カプトプロピルトリメトキシシランなどがある。２種以上のシラン化合物を使用してもよ
い。
【００７１】
　シラン化合物（Ｃ）は、シリコーンオリゴマータイプのものであってもよい。シリコー
ンオリゴマーを（モノマー）－（モノマー）コポリマーの形式で示すと、例えば、次のよ
うなものを挙げることができる。
【００７２】
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等の、メルカプトプロピル基含有のコポリマー；
【００７３】
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　メルカプトメチルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　メルカプトメチルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等の、メルカプトメチル基含有のコポリマー；
【００７４】
　３－グリジドキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー
、
　３－グリジドキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
、
　３－グリジドキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー
、
　３－グリジドキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等の、３－グリジドキシプロピル基含有のコポリマー；
【００７５】
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコ
ポリマー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコ
ポリマー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー
等の、メタクリロイルオキシプロピル基含有のコポリマー；
【００７６】
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　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポ
リマー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコポ
リマー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコポ
リマー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポ
リマー
等の、アクリロイルオキシプロピル基含有のコポリマー；
【００７７】
　ビニルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　ビニルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　ビニルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　ビニルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　ビニルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　ビニルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　ビニルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　ビニルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等の、ビニル基含有のコポリマー；
【００７８】
　３－アミノプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等の、アミノ基含有のコポリマーなど。
【００７９】
　これらのシラン化合物は、多くの場合、液体である。粘着剤におけるシラン化合物の配
合量は、第一のアクリル樹脂（Ａ）の固形分１００重量部（２種類以上用いる場合はそれ
らの合計）に対して、通常０.０１～１０重量部程度であり、好ましくは０.０５～５重量
部、さらに好ましくは０.１～２重量部、とりわけ好ましくは０.１～１重量部の割合で使
用される。第一のアクリル樹脂（Ａ）の固形分１００重量部に対するシラン化合物の量が
０.０１重量部以上であると、 粘着剤層とガラス基板との密着性が向上することから好ま
しい。また、その量が１０重量部以下であると、粘着剤層からシラン化合物がブリードア
ウトすることが抑制される傾向にあることから好ましい。
【００８０】
　〈粘着剤組成物を構成するその他の成分〉
　以上説明した粘着剤組成物にはさらに、帯電防止剤、架橋触媒、耐候安定剤、タッキフ
ァイヤー、可塑剤、軟化剤、染料、顔料、無機フィラー、第一のアクリル樹脂（Ａ）以外



(17) JP 2015-193811 A 2015.11.5

10

20

30

40

50

の樹脂などを配合してもよい。また、粘着剤組成物に紫外線硬化性化合物を配合し、粘着
剤層形成後に紫外線を照射して硬化させ、より硬い粘着剤層とするのも有用である。なか
でも、粘着剤組成物に架橋剤とともに架橋触媒を配合すれば、粘着剤層を短時間の熟成で
調製することができ、得られる粘着剤付き樹脂フィルムにおいて、樹脂フィルムと粘着剤
層との間に浮きや剥れが発生したり粘着剤層内で発泡が起こったりすることを抑制でき、
またリワーク性も一層良好になることがある。架橋触媒としては、例えば、ヘキサメチレ
ンジアミン、エチレンジアミン、ポリエチレンイミン、ヘキサメチレンテトラミン、ジエ
チレントリアミン、トリエチレンテトラミン、イソホロンジアミン、トリメチレンジアミ
ン、ポリアミノ樹脂、メラミン樹脂等のアミン系化合物などを挙げることができる。粘着
剤組成物に架橋触媒としてアミン系化合物を配合する場合、架橋剤としてはイソシアネー
ト系化合物が好適である。
【００８１】
　帯電防止剤としては、公知のものを適宜用いることができるが、なかでもイオン性化合
物が好適に用いられる。イオン性化合物を構成するカチオン成分としては、アクリル樹脂
との相溶性の観点から有機カチオンであることが好ましい。有機カチオンの構造は特に限
定されないが、例えば、ピリジニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、アンモニウム
カチオン、スルホニウムカチオン、ホスホニウムカチオンなどが挙げられる。光学フィル
ムの粘着剤層に使用された場合、その剥離フィルムを剥がすときに帯電しにくいという観
点から、ピリジニウムカチオンやイミダゾリウムカチオンが好ましい。一方、イオン性化
合物を構成するアニオン成分としては、特に制限されず、無機のアニオンでも有機のアニ
オンでもよいが、帯電防止性能に優れるイオン性化合物を与えることから、フッ素原子を
含むアニオン成分が好ましい。フッ素原子を含むアニオン成分としては、ヘキサフルオロ
ホスフェートアニオン[（ＰＦ6

-）]、ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドアニ
オン（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ

-]アニオン、 ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン（ＦＳ
Ｏ2）2Ｎ

-]アニオンなどが挙げられる。また、粘着剤の帯電防止性の経時安定性に優れる
という理由から、上記したイオン性化合物は室温で固体のイオン性固体であることが好ま
しい。
【００８２】
　粘着剤を構成するこれらの各成分は、溶剤に溶かした状態で粘着剤組成物とされ、適当
な基材上に塗布し、乾燥させて、粘着剤層とされる。ここで用いる基材は、プラスチック
フィルムであるのが一般的であり、その典型的な例として、離型処理が施された剥離フィ
ルムを挙げることができる。剥離フィルムは、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポ
リブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリアレート等の各種樹脂からなるフィ
ルムの粘着剤が形成される面に、シリコーン処理等の離型処理が施されたものなどである
ことができる。
【００８３】
　〈粘着剤層の引張弾性率〉
　本発明において、粘着剤組成物から形成される粘着剤層は、引張弾性率が０.２２MPa以
上となるようにすることが好ましい。以下、引張弾性率の測定方法について説明する。
【００８４】
　粘着剤層の引張弾性率は、次の方法で測定することができる。まず、粘着剤組成物を離
型処理されたポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムの離型処理面にアプリケー
ターを用いて乾燥後の厚さが２０μm となるように塗布し、１００℃で１分間乾燥してシ
ート状の粘着剤とした後、室温で７日間養生する。続いて、２組の粘着剤付きＰＥＴフィ
ルムの粘着剤面同士を重ね合わせた後、一方のＰＥＴフィルムを剥離し、表面に現れた粘
着剤面にさらに別の粘着剤付きＰＥＴフィルムの粘着剤面を重ね合わせる、という作業を
繰り返し行って６００μm の厚みの粘着剤シートを作製する。この粘着剤シートから、１
５mm×５０mmの大きさの断片を切り出し、ＰＥＴフィルムから剥がしたものが測定サンプ
ルとなる。粘着剤層の引張弾性率は、この測定サンプルを、（株）島津製作所製の引張試
験機の上下チャックに、測定サンプルにおける長辺方向の引張弾性率が測定されるようチ
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ャック間距離３０mmでセットし、温度２３℃、相対湿度５５％の環境下において引張速度
３００mm／分の条件で引張り、応力－歪み曲線を作成して引張弾性率（MPa ）を求めた値
である。
【００８５】
　粘着剤層の引張弾性率は、高温又は高湿熱環境下における粘着剤層の発泡又は剥がれを
防ぐため、０.２２MPa以上、より好ましくは０.２５MPa以上であるのが好ましい。このよ
うな引張弾性率を有する粘着剤層は、適度な凝集力を有していることから、偏光板のリワ
ーク性を向上させることができ、また偏光板に生じる変形や粘着剤付き光学フィルムの加
工時に発生する糊欠け等の不具合の発生を抑制することができる。一方で、引張弾性率が
高すぎると、粘着剤層による光学フィルムと液晶セルのガラス基板との寸法変化の差によ
って発生する応力の緩和が不十分となる傾向があり、光学フィルムと粘着剤層の界面、又
は粘着剤層とガラス基板との界面で剥離が生じたり光学積層体の表示ムラが発生したりす
ることがある。したがって、引張弾性率は０.３５MPa以下、より好ましくは０.３０MPa以
下であるのが好ましい。
【００８６】
［粘着剤付き樹脂フィルム］
　本発明の粘着剤付き樹脂フィルムは、樹脂フィルムの少なくとも一方の面に、以上のよ
うな粘着剤組成物から形成される粘着剤層を設けたものである。ここで用いる樹脂フィル
ムは、偏光板及び位相差フィルムから選ばれるフィルムを包含する光学フィルムであるこ
とができる。
【００８７】
　偏光フィルムとは、自然光を直線偏光に変換する機能を有するフィルムである。偏光フ
ィルムの好適な例としては、一軸延伸されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムにヨウ
素や二色性染料等の二色性色素が吸着配向しているものが挙げられる。偏光フィルムの膜
厚は、特に制限されないが、通常０.５～３５μmであるものが使用される。この偏光フィ
ルムの片面又は両面に保護フィルムが貼合されて偏光板とされる。得られる偏光板の例と
しては、フィルム面に入射するある方向の振動面を有する直線偏光を吸収し、それと直交
する振動面を有する直線偏光を透過する性質を有する直線偏光板、フィルム面に入射する
ある方向の振動面を有する直線偏光を反射し、それと直交する振動面を有する直線偏光を
透過する性質を有する偏光分離板、偏光板と後述する位相差フィルムを積層した楕円偏光
板などが挙げられる。
【００８８】
　本発明において、偏光フィルムの両面に保護フィルムを貼合して偏光板とする場合は、
その偏光板を構成する保護フィルムの表面に粘着剤層が形成される。偏光フィルムの片面
にのみ保護フィルムを貼合して偏光板とする場合には、偏光フィルムの表面（保護フィル
ムの貼合されていない面）に粘着剤層を形成することができる。本発明では、偏光フィル
ムの片面又は両面に保護フィルムが貼合された偏光板も光学フィルムとして用いることが
できる。なお、偏光フィルムの両面に保護フィルムを貼合する場合、両面の保護フィルム
は同一のものであってもよいし、異なる樹脂フィルムでもよい。
【００８９】
　この保護フィルムとしては、透明な樹脂フィルムが用いられる。透明樹脂としては、例
えば、トリアセチルセルロースやジアセチルセルロースに代表されるセルロース系樹脂、
アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリ
エーテルエーテルケトン樹脂、ポリスルホン樹脂などを挙げることができる。保護フィル
ムを構成する樹脂には、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、ベンゾ
トリアゾール系化合物、トリアジン系化合物、シアノアクリレート系化合物、ニッケル錯
塩系化合物などの紫外線吸収剤が配合されていてもよい。保護フィルムとしては、トリア
セチルセルロースフィルム等のセルロース系樹脂フィルム及びアクリル樹脂フィルムが好
適に用いられる。保護フィルムを形成するセルロース系樹脂は、後述する位相差フィルム
で述べるものと同じ樹脂を適宜選択し、公知の方法で製膜及び延伸して使用することがで
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きる。
【００９０】
　樹脂フィルムを形成するアクリル樹脂は、公知のものを適宜使用できるが、本発明では
アクリル樹脂として第二のアクリル樹脂を使用することが好ましい。第二のアクリル樹脂
は、第一のアクリル樹脂と同様の重合体でもよいが、一般にはメタクリル酸エステルを主
たるモノマーとする重合体であり、これに少量の他のコモノマー成分が共重合されている
共重合体であることが好ましい。この共重合体は、通常、メタクリル酸メチル及びアクリ
ル酸メチルを含む単官能モノマーを、ラジカル重合開始剤及び連鎖移動剤の共存下に重合
して得ることができる。また、第二のアクリル系樹脂は、第二の単官能モノマーを共重合
させることができる。
【００９１】
　メタクリル酸メチル及びアクリル酸メチルと共重合し得る第二の単官能モノマーとして
は、例えば、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸シクロヘキシル、
メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸２－エチルヘキシル及びメ
タクリル酸２－ヒドロキシエチル等のメタクリル酸メチル以外のメタクリル酸エステル類
；アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸フェニ
ル、アクリル酸ベンジル、アクリル酸２－エチルヘキシル及びアクリル酸２－ヒドロキシ
エチル等のアクリル酸エステル類；２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチル、２－（
１－ヒドロキシエチル）アクリル酸メチル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸エチル
及び２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸ブチル等のヒドロキシアルキルアクリル酸エス
テル類；メタクリル酸及びアクリル酸等の不飽和酸類；クロロスチレン及びブロモスチレ
ン等のハロゲン化スチレン類；ビニルトルエン及びα－メチルスチレン等の置換スチレン
類；アクリロニトリル及びメタクリロニトリル等の不飽和ニトリル類；無水マレイン酸及
び無水シトラコン酸等の不飽和酸無水物類；フェニルマレイミド及びシクロヘキシルマレ
イミド等の不飽和イミド類などを挙げることができる。これらは、それぞれ単独で用いら
れてもよいし、異なる複数種が併用されてもよい。
【００９２】
　多官能モノマーを共重合させる場合、メタクリル酸メチル及びアクリル酸メチルに共重
合し得る多官能モノマーとしては、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート
、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ノナエチレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート及びテトラデカエチレングリコールジ（メタ）アクリレート等
のエチレングリコール又はそのオリゴマーの両末端水酸基をアクリル酸又はメタクリル酸
でエステル化したもの；プロピレングリコール又はそのオリゴマーの両末端水酸基をアク
リル酸又はメタクリル酸でエステル化したもの；ネオペンチルグリコールジ（メタ）アク
リレート、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート及びブタンジオールジ（メタ）アク
リレート等の２価アルコールの水酸基をアクリル酸又はメタクリル酸でエステル化したも
の；ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡのアルキレンオキサイド付加物、又はこれらの
ハロゲン置換体の両末端水酸基をアクリル酸又はメタクリル酸でエステル化したもの；ト
リメチロールプロパン及びペンタエリスリトール等の多価アルコールをアクリル酸又はメ
タクリル酸でエステル化したもの、並びにこれら末端水酸基にグリシジルアクリレート又
はグリシジルメタクリレートのエポキシ基を開環付加させたもの；コハク酸、アジピン酸
、テレフタル酸、フタル酸、これらのハロゲン置換体などの二塩基酸、及びこれらのアル
キレンオキサイド付加物などにグリシジルアクリレート又はグリシジルメタクリレートの
エポキシ基を開環付加させたもの；アリール（メタ）アクリレート；ジビニルベンゼン等
の芳香族ジビニル化合物などが挙げられる。なかでも、エチレングリコールジメタクリレ
ート、テトラエチレングリコールジメタクリレート及びネオペンチルグリコールジメタク
リレートが好ましく用いられる。
【００９３】
　このような組成からなる第二のアクリル樹脂は、さらに共重合体が有する官能基間の反
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応を行い、変性されたものであってもよい。その反応としては、例えば、アクリル酸メチ
ルのメチルエステル基と２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチルの水酸基との高分子
鎖内脱メタノール縮合反応、アクリル酸のカルボキシル基と２－（ヒドロキシメチル）ア
クリル酸メチルの水酸基との高分子鎖内脱水縮合反応などが挙げられる。
【００９４】
　また、第二のアクリル樹脂は、グルタルイミド誘導体、グルタル酸無水物誘導体又はラ
クトン環構造のいずれかの構造を有してもよい。
【００９５】
　上記した第二のアクリル樹脂のガラス転移温度は、９０～１６０℃の範囲が好ましい。
第二のアクリル系樹脂のガラス転移温度を上記の範囲に調整するには、通常、メタクリル
酸エステル系モノマーとアクリル酸エステル系モノマーとの重合比、それぞれのエステル
基の炭素鎖長及びその有する官能基の種類、並びに単量体全体に対する多官能アクリルモ
ノマーの重合比を適宜選択する方法などが採用される。第二のアクリル樹脂のガラス転移
温度は、さらに好ましくは１１０～１６０℃、特に好ましくは１２０～１５０℃である。
【００９６】
　第二のアクリル樹脂は、必要に応じて公知の添加剤を含有していてもよい。公知の添加
剤として例えば、滑剤、ブロッキング防止剤、熱安定剤、酸化防止剤、帯電防止剤、耐光
剤、耐衝撃性改良剤、界面活性剤などを挙げることができる。ただし、第二のアクリル樹
脂から形成される樹脂フィルムを偏光フィルムに積層される保護フィルムとして透明性が
必要とされるため、これら添加剤の量は最小限にとどめておくことが好ましい。
【００９７】
　第二のアクリル樹脂から形成される樹脂フィルム（アクリル樹脂フィルム）の製造方法
としては、溶融流延法、Ｔダイ法やインフレーション法のような溶融押出法、カレンダー
法など、いずれの方法を用いてもよい。なかでも、原料樹脂を、例えばＴダイから溶融押
出し、得られるフィルム状物の少なくとも片面をロール又はベルトに接触させて製膜する
方法は、表面性状の良好なフィルムが得られる点で好ましい。製膜したアクリル樹脂フィ
ルムを、公知の方法でさらに延伸して使用してもよい。
【００９８】
　第二のアクリル樹脂は、フィルムへの製膜性やフィルムの耐衝撃性などの観点から、衝
撃性改良剤であるアクリル系ゴム粒子を含有していてもよい。ここでいうアクリル系ゴム
粒子とは、アクリル酸エステルを主体とする弾性重合体を必須成分とする粒子であり、実
質的にこの弾性重合体のみからなる単層構造のものや、この弾性重合体を１つの層とする
多層構造のものが挙げられる。この弾性重合体の例として、アクリル酸アルキルを主成分
とし、これに共重合可能な他のビニルモノマー及び架橋性モノマーを共重合させた架橋弾
性共重合体が挙げられる。弾性重合体の主成分となるアクリル酸アルキルとしては、例え
ば、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸２－エチルへ
キシルなど、アルキル基の炭素数が１～８程度のものが挙げられ、特に炭素数４以上のア
ルキル基を有するアクリル酸が好ましく用いられる。このアクリル酸アルキルに共重合可
能な他のビニルモノマーとしては、分子内に重合性炭素－炭素二重結合を１個有する化合
物を挙げることができ、より具体的には、メチルメタクリレート等のメタクリル酸エステ
ル、スチレン等の芳香族ビニル化合物、アクリロニトリル等のビニルシアン化合物などが
挙げられる。また、架橋性モノマーとしては、分子内に重合性炭素－炭素二重結合を少な
くとも２個有する架橋性の化合物を挙げることができ、より具体的には、エチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート及びブタンジオールジ（メタ）アクリレート等の多価アルコ
ールの（メタ）アクリレート類、アリル（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸の
アルケニルエステル、ジビニルベンゼンなどが挙げられる。
【００９９】
　さらに、ゴム粒子を含まないアクリル樹脂からなるフィルムと、ゴム粒子を含むアクリ
ル樹脂からなるフィルムとの積層物を、上記の保護フィルム又は位相差フィルムとするこ
ともできる。アクリル樹脂は、市販品を容易に入手することが可能であり、例えば、住友
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化学（株）製の“スミペックス”（住友化学株式会社製）、三菱レイヨン（株）製の“ア
クリペット”、旭化成（株）製の“デルペット”、（株）クラレ製の“パラペット”、（
株）日本触媒製の“アクリビュア”（以上、いずれも商品名）などが挙げられる。
【０１００】
　上で説明した偏光板のなかでも、直線偏光板は、例えばポリビニルアルコール系樹脂か
らなる偏光フィルムの片面又は両面に、保護フィルムが貼着された状態で用いられること
が多い。また、上記の楕円偏光板は、直線偏光板と位相差フィルムを積層したものである
が、その偏光板も、偏光フィルムの片面又は両面に、保護フィルムが貼着された状態であ
ることが多い。このような楕円偏光板に、本発明による粘着剤層を形成する場合は、通常
、その位相差フィルム側に粘着剤層が形成される。
【０１０１】
　位相差フィルムとは、光学異方性を示す光学フィルムであって、例えば、ポリビニルア
ルコール系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアリレート系樹脂
、ポリイミド系樹脂、オレフィン系樹脂、シクロオレフィン系樹脂、スチレン系樹脂、ポ
リサルホン及びポリエーテルサルホン等のサルホン系樹脂、ポリビニリデンフルオライド
／ポリメチルメタクリレート、液晶ポリエステル樹脂、トリアセチルセルロースを含むセ
ルロース系樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物、ポリ塩化ビニル系樹脂、アク
リル樹脂などからなる樹脂フィルムを １.０１～６倍程度に延伸することにより得られる
延伸フィルムなどが挙げられる。なかでも、シクロオレフィン系樹脂フィルム、セルロー
ス系樹脂フィルム、ポリエステル系樹脂フィルム及びポリカーボネートフィルムを一軸延
伸又は二軸延伸した樹脂フィルムが好ましい。また、本明細書においては、光学異方性を
示さない光学フィルムであるが、ゼロレタデーションフィルムも位相差フィルムに含まれ
る。そのほか、一軸性位相差フィルム、低光弾性率位相差フィルム、広視野角位相差フィ
ルムなどと称されるフィルムも、位相差フィルムとして適用可能である。
【０１０２】
　シクロオレフィン系樹脂は、例えば、ノルボルネンやテトラシクロドデセン（別名ジメ
タノオクタヒドロナフタレン）又はそれらの誘導体を代表例とするシクロオレフィンの単
量体単位を有する熱可塑性の樹脂であり、シクロオレフィンの開環重合体や２種以上のシ
クロオレフィンを用いた開環共重合体の水素添加物であることができるほか、シクロオレ
フィンと鎖状オレフィンやビニル基を有する芳香族化合物との付加共重合体であってもよ
い。また、極性基が導入されていてもよい。
【０１０３】
　市販の熱可塑性シクロオレフィン系樹脂としては、例えば、ドイツの TOPAS ADVANCED 
POLYMERS GmbH にて生産され、日本ではポリプラスチックス（株）から販売されている“
TOPAS”、ＪＳＲ（株）から販売されている“アートン”（ARTON）、日本ゼオン（株）か
ら販売されている“ゼオネックス”（ZEONEX）及び“ゼオノア”（ZEONOR）、三井化学（
株）から販売されている“アペル”（いずれも商品名）などがある。
【０１０４】
　このようなシクロオレフィン系樹脂を製膜してフィルムとするにあたり、製膜には、溶
剤キャスト法や溶融押出法など、公知の製膜手法が適宜用いられる。製膜されたシクロオ
レフィン系樹脂フィルムや、さらに延伸して位相差が付与されたシクロオレフィン系樹脂
フィルムも市販されている。例えば、ＪＳＲ（株）から販売されている“アートンフィル
ム”、日本ゼオン（株）から販売されている“ゼオノアフィルム”、積水化学工業（株）
から販売されている“エスシーナ”及び“SCA40 ”（いずれも商品名）などがあり、これ
らを好適に用いることができる。
【０１０５】
　セルロース系樹脂フィルムとは、セルロースの部分又は完全エステル化物からなるフィ
ルムである。例えば、セルロースの酢酸エステル、プロピオン酸エステル、酪酸エステル
、それらの混合エステルなどからなるフィルムが挙げられる。なかでも、トリアセチルセ
ルロースフィルム、ジアセチルセルロースフィルム、セルロースアセテートプロピオネー
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トフィルム、セルロースアセテートブチレートフィルムなどが好ましく用いられる。
【０１０６】
　セルロース系樹脂フィルムは、市販品を容易に入手することが可能であり、例えば、そ
れぞれ商品名で、富士フイルム（株）から販売されている“フジタックＴＤ”、コニカミ
ノルタオプト（株）から販売されている“コニカミノルタＴＡＣフィルムＫＣ”などがあ
る。
【０１０７】
　ポリエステル系樹脂は、二塩基酸と二価アルコールとの縮合重合によって得られる重合
体であり、代表的な化合物としてポリエチレンテレフタレートなどが挙げられる。また、
ポリカーボネート系樹脂は、主鎖にカーボネート結合（－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－）を持つ重合体
であり、代表的な化合物としてビスフェノールＡとホスゲンとの縮合重合によって得られ
るものが挙げられる。
【０１０８】
　本発明では、ＩＰＳモードの液晶表示装置に好適に用いられるゼロレタデーションフィ
ルムも位相差フィルムとして使用することができる。ゼロレタデーションフィルムとは、
正面レタデーション Ｒeと厚み方向のレタデーションＲthが、ともに－１５～＋１５nmと
小さく、光学的に等方なフィルムをいう。
【０１０９】
　ゼロレタデーションフィルムには、例えば、セルロース系樹脂、鎖状ポリオレフィン系
樹脂及びポリシクロオレフィン系樹脂を包含するポリオレフィン系樹脂、ポリエチレンテ
レフタレート系樹脂からなる樹脂フィルムを用いることができる。特に、レタデーション
値の制御が容易で、入手も容易であることから、セルロース系樹脂、鎖状ポリオレフィン
系樹脂及びポリシクロオレフィン系樹脂を包含するポリオレフィン系樹脂が好ましく用い
られる。
【０１１０】
　ゼロレタデーションフィルムは、上記の光学異方性を有した位相差フィルムの製膜に用
いた樹脂と同様のものを適宜使用することができる。また、ゼロレタデーションフィルム
は位相差フィルムとしてだけでなく、保護フィルムとしても用いることができる。
【０１１１】
　セルロース系樹脂やポリオレフィン系樹脂などからフィルムを製膜する方法は、それぞ
れの樹脂に応じた方法を適宜選択すればよい。例えば、溶剤に溶解させた樹脂を、金属製
のバンド又はドラムに流延し、溶剤を乾燥除去してフィルムを得る溶剤キャスト法、樹脂
をその溶融温度以上に加熱し、混練してダイから押出し、冷却ドラムによって冷却するこ
とによりフィルムを得る溶融押出法などが使用できる。なかでも、ポリオレフィン系樹脂
に対しては、生産性の観点から溶融押出法が好ましく採用される。一方、セルロース系樹
脂は溶剤キャスト法によって製膜されるのが一般的である。
【０１１２】
　厚み方向のレタデーションＲthは、面内の平均屈折率から厚み方向の屈折率を差し引い
た値にフィルムの厚みを乗じて得られる値であって、下記式（１）で表される。また、面
内のレタデーションＲe は、面内の屈折率差にフィルムの厚みを乗じて得られる値であっ
て、下記式（２）で表される。
【０１１３】
　　Ｒth＝〔(ｎx＋ｎy)／２－ｎz〕×ｄ 　　　（１）
　　Ｒe ＝（ｎx－ｎy）×ｄ　　　　　　　　　（２）
【０１１４】
　式中、ｎx はフィルム面内の遅相軸方向（ｘ軸方向）の屈折率であり、ｎy はフィルム
面内の進相軸方向（面内でｘ軸に直交するｙ軸方向）の屈折率であり、ｎz はフィルム厚
み方向（フィルム面に垂直なｚ軸方向）の屈折率であり、そしてｄはフィルムの厚さであ
る。
【０１１５】
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　ここで、レタデーション値は、可視光の中心付近である５００～６５０nm程度の範囲で
任意の波長における値でありうるが、本明細書では波長５９０nmにおけるレタデーション
値を標準とする。厚み方向のレタデーションＲth及び面内のレタデーションＲe は、市販
の各種位相差計を用いて測定することができる。
【０１１６】
　樹脂フィルムの面内レタデーションと厚み方向のレタデーションＲthを－１５～＋１５
nmの範囲内に制御する方法としては、フィルムを作製するときに、厚み方向に残留するゆ
がみを極力小さくする方法が挙げられる。例えば、上記の溶剤キャスト法においては、そ
の流延樹脂溶液を乾燥するときに生じる厚み方向の残留収縮歪みを、熱処理によって緩和
させる方法などが採用できる。一方、上記の溶融押出法においては、樹脂フィルムをダイ
から押し出し、冷却するまでの間に延伸されることを防ぐため、ダイから冷却ドラムまで
の距離を極力縮めるとともに、押出し量と冷却ドラムの回転速度をフィルムが延伸されな
いよう制御する方法などが採用できる。また、溶剤キャスト法と同様に、得られたフィル
ムに残留する歪みを熱処理によって緩和させる方法も採用できる。
【０１１７】
　ゼロレタデーションフィルムとして、例えば、富士フイルム（株）から販売されている
“Ｚ－ＴＡＣ”、コニカミノルタオプト（株）から販売されている“ゼロタック”、日本
ゼオン（株）から販売されている“ＺＦ－１４”（いずれも商品名）などがあり、好適に
用いられる。
【０１１８】
　位相差フィルムを含む光学フィルムに粘着剤層を形成し、その粘着剤層を介してガラス
に貼合する場合、その位相差フィルムの透湿度が小さいと、粘着剤層中の水分が抜けにく
くなるため、その水分に起因して発泡が生じるなど、特に高温条件下での耐久性において
不利になることが多かった。これに対し、本発明に係る粘着剤付き樹脂フィルムにおいて
は、樹脂フィルムとして位相差フィルムを含む光学フィルムを用いる場合、その位相差フ
ィルムが、 JIS Z 0208 に規定されるカップ法により、４０℃の温度及び９０％の相対湿
度で測定される透湿度が３００ｇ／（m2・２４hr）以下と小さい場合であっても、優れた
耐久性を示す。
【０１１９】
　透湿度の低い位相差のフィルムの例としては、上に掲げたようなシクロオレフィン系樹
脂からなるフィルムが挙げられる。これらの位相差フィルムは、４０℃の温度及び９０％
の相対湿度において概ね３００ｇ／（m2・２４hr）以下の透湿度を有する。
【０１２０】
　また、液晶性化合物の塗布・配向によって光学異方性を発現させたフィルムや、無機層
状化合物の塗布によって光学異方性を発現させたフィルムも、位相差フィルムとして用い
ることができる。このような位相差フィルムには、温度補償型位相差フィルムと称される
もの、また、ＪＸ日鉱日石エネルギー（株）から“ＮＨフィルム”の商品名で販売されて
いる棒状液晶が傾斜配向したフィルム、富士フイルム（株）から“ＷＶフィルム”の商品
名で販売されている円盤状液晶が傾斜配向したフィルム、住友化学（株）から“ＶＡＣフ
ィルム”の商品名で販売されている完全二軸配向型のフィルム、同じく住友化学（株）か
ら“new VAC フィルム”の商品名で販売されている二軸配向型のフィルムなどがある。
【０１２１】
　以上に説明した光学フィルムを、樹脂フィルムとして採用する本発明の粘着剤付き樹脂
フィルムは、その粘着剤層側で液晶セル等のガラス基板に貼合し、光学積層体とすること
ができる。このような本発明の光学積層体は、フィルムを加熱した時の反り量が大きい光
学フィルムを備える場合であっても、耐久性に優れるものである。
【０１２２】
　上記のフィルムの反り量は、次のようにして測定することができる。まず、光学フィル
ムの一方の面に、厚さ２５μm の市販のアクリル系粘着剤シート（２３℃における貯蔵弾
性率が０.０５MPa）をラミネーターにより貼り合わせ、粘着剤付き光学フィルムとする。
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この粘着剤付き光学フィルムを、１５０mm（フィルムの延伸方向）×４０mm（フィルムの
延伸方向に垂直方向）の大きさの断片に裁断し、大きさが５１mm×１５６mmで厚さ０.５m
m のガラス〔コーニング社製の商品名“Eagle XG”〕に貼合する。次いで、この積層体を
温度８５℃の乾燥条件下で２４時間保管した後、室温で３０分放置し、積層体の反り量を
計測することにより求めることができる。なお、積層体の反り量は、台の上に湾曲した積
層体を下に凸になるように置き、この重心位置を基準とし、積層体を構成する光学フィル
ムの４隅において、浮き上がっている高さが絶対値で最も長いものを表す。
【０１２３】
　光学フィルムの反り量が大きくなるほど、加熱試験などの耐久試験時に、変形の小さい
ガラス基板と反り量の大きい光学フィルムとの間に介在する粘着剤層にかかる応力は大き
くなる。反り量の大きな光学フィルム、特にその反り量が１４００μm 以上、さらには１
６００μm 以上の光学フィルムに対し、公知のアクリル系粘着剤を適用すると、光学フィ
ルムの変形によって生じる応力が原因となり、結果として、光学フィルムと粘着剤層との
間、又はガラス基板と粘着剤層との間に、浮き、剥がれ、発泡などの外観不良が起こる。
本発明の粘着剤層は、前述のとおり、凝集力が高く、ガラス基板との接着力も高いため、
光学フィルムが大きく変形した場合であっても、その変形を抑制しつつ、ガラス基板との
接着を強固に保持することができる。そのため本発明の光学積層体は、このように反り量
の大きな光学フィルムを、それを構成する樹脂フィルムとして採用しても、過酷な条件下
における耐久性が優れたものとなる。
【０１２４】
　本発明の粘着剤付き樹脂フィルムに用いる樹脂フィルムは、以上に説明した光学フィル
ムのほか、被保護体である光学フィルムなどに貼り合わされ、その表面を傷や汚れなどか
ら保護する目的で用いられる表面保護フィルムなどであることもできる。表面保護フィル
ムとは、被保護体である光学フィルムなどの表面を傷や汚れから保護する目的で用いられ
るフィルムであって、例えば、液晶表示装置の生産に用いられる偏光フィルム、偏光板、
位相差フィルム、光拡散シート、反射シートなどの各種光学フィルムは、その表面（片面
に粘着剤層を有する場合は、その粘着剤層と反対側の面）に表面保護フィルムを貼合した
状態で流通し、液晶セルなどに貼り合わせた後、その表面保護フィルムを剥離除去するの
が通例である。表面保護フィルムの基材としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン及びポリメチルペンテン等のポリオレフィン系樹脂；ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビ
ニリデン及びポリフッ化エチレン等のフッ素化ポリオレフィン系樹脂；ポリエチレンナフ
タート、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート及びポリエチレンテ
レフタレート／イソフタレート共重合体等のポリエステル系樹脂；ナイロン６及びナイロ
ン６，６等のポリアミド；ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、エチレン
－酢酸ビニル共重合体、エチレン－ビニルアルコール共重合体、ポリビニルアルコール及
びビニロン等のビニル重合体；トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース及びセロ
ハン等のセルロース系樹脂；ポリメタクリル酸メチル、ポリメタクリル酸エチル、ポリア
クリル酸エチル及びポリアクリル酸ブチル等のアクリル系樹脂；その他、ポリスチレン、
ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリイミドなどが挙げられる。
【０１２５】
　本発明の粘着剤付き樹脂フィルムを表面保護フィルムとして用いる場合、上記のような
基材フィルムに、上で説明した粘着剤層を設ければよい。
【０１２６】
　また、本発明の粘着剤付き樹脂フィルムにおいて、その粘着剤層表面には、剥離フィル
ムを貼着し、使用時まで仮着保護するのが好ましい。ここで用いる剥離フィルムは、例え
ば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポ
リアリレートなどの各種樹脂からなるフィルムを基材とし、この基材の粘着剤層との接合
面に、シリコーン処理等の離型処理が施されたものなどであることができる。
【０１２７】
　粘着剤付き樹脂フィルムは、例えば、上記のような剥離フィルムの上に、先に説明した
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粘着剤組成物を塗布して粘着剤層を形成し、得られた粘着剤層にさらに樹脂フィルムを積
層する方法、樹脂フィルムの上に粘着剤組成物を塗布して粘着剤層を形成し、その粘着剤
面に剥離フィルムを貼り合わせて保護し、粘着剤付き樹脂フィルムとする方法などにより
製造できる。
【０１２８】
　粘着剤層の厚みは特に限定されないが、通常は３０μm 以下であるのが好ましく、また
１０μm 以上であるのが好ましく、さらに好ましくは１０～２０μm である。粘着剤層の
厚みが３０μm 以下であると、高湿熱環境下での接着性が向上し、ガラス基板と粘着剤層
との間に浮きや剥れの発生する可能性が低くなる傾向にあり、しかもリワーク性が向上す
る傾向にあることから好ましく、またその厚みが１０μm 以上であると、そこに貼合され
ている光学フィルムの寸法が変化しても、その寸法変化に粘着剤層が追随して変動するの
で液晶セルの周縁部の明るさと中心部の明るさとの間に差がなくなり、白抜けや色ムラが
抑制される傾向にあることから好ましい。従来から一般に、液晶セルに貼着される粘着剤
層の厚みは、２５μm が標準とされていたが、本発明においては、その厚みを２０μm 以
下としても、粘着剤層として十分な性能を発揮する。
【０１２９】
　本発明の粘着剤付き樹脂フィルムを液晶セル等のガラス基板に貼着して光学積層体とし
た後、なんらかの不具合があった場合には、その光学フィルムをガラス基板から剥離し、
新しい粘着剤付き樹脂フィルムを貼り直す、いわゆるリワーク作業が必要になることがあ
る。本発明の粘着剤付き樹脂フィルムは、このようなリワーク作業を行う場合に、粘着剤
層は光学フィルムに伴って剥離され、粘着剤層と接していたガラス基板の表面に、曇りや
糊残りなどがほとんど発生しないことから、剥離後のガラス基板に再び、粘着剤付き樹脂
フィルムを貼り直すことが容易である。すなわち、いわゆるリワーク性に優れている。
【０１３０】
［光学積層体］
　本発明の粘着剤付き樹脂フィルムは、樹脂フィルムを光学フィルムで構成することがで
き、その粘着剤層でガラス基板に積層して、光学積層体とすることができる。粘着剤付き
樹脂フィルムをガラス基板に積層して光学積層体とするには、例えば、上記のようにして
得られる粘着剤付き樹脂フィルムから剥離フィルムを剥がし、露出した粘着剤層をガラス
基板の表面に貼り合わせればよい。ここで、ガラス基板としては、例えば、液晶セルのガ
ラス基板、防眩用ガラス、サングラス用ガラスなどを挙げることができる。なかでも、液
晶セルの前面側（視認側）のガラス基板に偏光板上に粘着剤層を設けた粘着剤付き樹脂フ
ィルム（上偏光板）を積層し、液晶セルの背面側のガラス基板に偏光板上に粘着剤層を設
けた別の粘着剤付き樹脂フィルム（下偏光板）を積層してなる光学積層体は、液晶表示装
置として使用しうることから好ましい。ガラス基板の材料としては、例えば、ソーダライ
ムガラス、低アルカリガラス、無アルカリガラスなどが挙げられる。
【０１３１】
　本発明に係る光学積層体について、いくつかの好適な層構成の例を図１に断面模式図で
示した。図１（Ａ）に示す例では、偏光フィルム１の片面に、表面処理層２を有する保護
フィルム３をその表面処理層２とは反対側の面で貼着して、偏光板５が構成されている。
この例では、偏光板５が同時に、本発明でいう光学フィルム１０ともなっている。偏光フ
ィルム１の保護フィルム３と反対側の面に、粘着剤層２０が設けられ、粘着剤付き樹脂フ
ィルム２５が構成されている。そして、その粘着剤層２０の偏光板５とは反対側の面を、
ガラス基板である液晶セル３０に貼合して、光学積層体４０が構成されている。
【０１３２】
　図１（Ｂ）に示す例では、偏光フィルム１の片面に、表面処理層２を有する第一の保護
フィルム３をその表面処理層２とは反対側の面で貼着し、偏光フィルム１の他面には、第
二の保護フィルム４を貼着して、偏光板５が構成されている。この例でも、偏光板５が同
時に、本発明でいう光学フィルム１０となっている。偏光板５を構成する第二の保護フィ
ルム４の外側に、粘着剤層２０が設けられ、粘着剤付き樹脂フィルム２５が構成されてい
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る。そして、その粘着剤層２０の偏光板５とは反対側の面を、ガラス基板である液晶セル
３０に貼合して、光学積層体４０が構成されている。
【０１３３】
　図１（Ｃ）に示す例では、偏光フィルム１の片面に、表面処理層２を有する保護フィル
ム３をその表面処理層２とは反対側の面で貼着し、偏光板５が構成されている。偏光フィ
ルム１の保護フィルム３と反対側の面には、層間粘着剤８を介して位相差フィルム７を貼
着し、光学フィルム１０が構成されている。光学フィルム１０を構成する位相差フィルム
７の外側に、粘着剤層２０が設けられ、粘着剤付き樹脂フィルム２５が構成されている。
そしてその粘着剤層２０の光学フィルム１０とは反対側の面を、ガラス基板である液晶セ
ル３０に貼合して、光学積層体４０が構成されている。
【０１３４】
　また、図１（Ｄ）に示す例では、偏光フィルム１の片面に、表面処理層２を有する第一
の保護フィルム３をその表面処理層２とは反対側の面で貼着し、偏光フィルム１の他面に
は、第二の保護フィルム４を貼着して、偏光板５が構成されている。偏光板５を構成する
第二の保護フィルム４の外側に、層間粘着剤８を介して位相差フィルム７を貼着し、光学
フィルム１０が構成されている。光学フィルム１０を構成する位相差フィルム７の外側に
は、粘着剤層２０が設けられ、粘着剤付き樹脂フィルム２５が構成されている。そして、
その粘着剤層２０の光学フィルム１０とは反対側の面を、ガラス基板である液晶セル３０
に貼合して、光学積層体４０が構成されている。
【０１３５】
　これらの例において、第一の保護フィルム３及び第二の保護フィルム４は、トリアセチ
ルセルロースフィルムで構成するのが一般的であるが、その他、先に述べた各種透明樹脂
フィルムで構成することもできる。本発明では、上述のとおり保護フィルム３がアクリル
樹脂フィルムであることができる。また第一の保護フィルム３の表面に形成される表面処
理層は、ハードコート層、防眩層、反射防止層、帯電防止層などであることができる。こ
れらのうち複数の層を設けることも可能である。第一の保護フィルム３及び第二の保護フ
ィルム４と偏光フィルム１を接着させる方法は特に制限されないが、例えば、水溶液又は
水分散液で構成され、溶剤である水を蒸発させることによって接着力を発現する水系接着
剤、紫外線照射によって硬化し、接着力を発現する紫外線硬化型接着剤など用いることが
できる。
【０１３６】
　図１の（Ｃ）及び（Ｄ）に示す例のように、偏光板５に位相差フィルム７を積層する場
合、中小型の液晶表示装置であれば、位相差フィルム７の好適な例として、１／４波長板
を挙げることができる。この場合は、偏光板５の吸収軸と１／４波長板である位相差フィ
ルム７の遅相軸とがほぼ４５度で交差するように配置するのが一般的であるが、液晶セル
３０の特性に応じてその角度を４５度からある程度ずらすこともある。一方で、テレビな
どの大型液晶表示装置であれば、液晶セル３０の位相差補償や視野角補償を目的に、その
液晶セル３０の特性に合わせて各種の位相差値を有する位相差フィルムが用いられる。こ
の場合は、偏光板５の吸収軸と位相差フィルム７の遅相軸とがほぼ直交又はほぼ平行の関
係となるように配置するのが一般的である。位相差フィルム７を１／４波長板で構成する
場合は、一軸又は二軸の延伸フィルムが好適に用いられる。また、位相差フィルム７を液
晶セル３０の位相差補償や視野角補償の目的で設ける場合には、一軸又は二軸延伸フィル
ムのほか、一軸又は二軸延伸に加えて厚み方向にも配向させたフィルム、支持フィルム上
に液晶等の位相差発現物質を塗布して配向固定させたフィルムなど、光学補償フィルムと
呼ばれるものを、位相差フィルム７として用いることもできる。
【０１３７】
　同じく図１の（Ｃ）及び（Ｄ）に示す例のように、偏光板５と位相差フィルム７とを、
層間粘着剤８を介して貼合する場合、その層間粘着剤８には、一般的なアクリル系粘着剤
を用いるのが通例であるが、ここに本発明で規定する粘着剤層を形成することももちろん
可能である。先に述べた大型液晶表示装置のように、偏光板５の吸収軸と位相差フィルム
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７の遅相軸とがほぼ直交又はほぼ平行の関係となるように配置する場合、偏光板５と位相
差フィルム７とをロール・ツウ・ロール貼合することができ、両者の間の再剥離性が要求
されない用途においては、図１の（Ｃ）及び（Ｄ）に示す層間粘着剤８に代えて、一旦接
着したら強固に接合し、剥離できなくなる接着剤を用いることも可能である。このような
接着剤としては、例えば、水溶液又は水分散液で構成され、溶剤である水を蒸発させるこ
とによって接着力を発現する水系接着剤、紫外線照射によって硬化し、接着力を発現する
紫外線硬化型接着剤などを挙げることができる。
【０１３８】
　なお、図１の（Ｃ）及び（Ｄ）に示した、位相差フィルム７に粘着剤層２０が形成され
たもの自体も、それ自身で流通させることができ、本発明でいう粘着剤付き樹脂フィルム
となりうる。粘着剤層を位相差フィルム上に形成した粘着剤付き樹脂フィルムは、その粘
着剤層をガラス基板である液晶セルに貼合して光学積層体とできるほか、その位相差フィ
ルム側に偏光板を貼合して、別の粘着剤付き樹脂フィルムとすることもできる。
【０１３９】
　図１には、粘着剤付き樹脂フィルム２５を液晶セル３０の視認側に配置する場合を想定
した例を示したが、本発明に係る粘着剤付き樹脂フィルムは、液晶セルの背面側、すなわ
ちバックライト側に配置することもできる。本発明の粘着剤付き樹脂フィルムを液晶セル
の背面側に配置する場合は、図１に示した表面処理層２を有する保護フィルム３の代わり
に、表面処理層を有しない保護フィルムを採用し、他は図１の（Ａ）～（Ｄ）と同様に構
成することができる。またこの場合は、偏光板を構成する保護フィルムの外側に、輝度向
上フィルム、集光フィルム、拡散フィルムなど、液晶セルの背面側に配置されることが知
られている各種光学フィルムを設けることも可能である。
【０１４０】
　以上説明したように、本発明の光学積層体は、液晶表示装置に好適に用いることができ
る。本発明の光学積層体から形成される液晶表示装置は、例えば、ノート型、デスクトッ
プ型、ＰＤＡ（Personal Digital Assistant）などを包含するパーソナルコンピュータ用
液晶ディスプレイ、テレビ、車載用ディスプレイ、電子辞書、デジタルカメラ、デジタル
ビデオカメラ、電子卓上計算機、時計などに用いることができる。
【実施例】
【０１４１】
　以下、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によっ
て限定されるものではない。例中、使用量ないし含有量を表す部及び％は、特に断りのな
い限り重量基準である。
【０１４２】
　以下の例において、重量平均分子量は、ＧＰＣ装置にカラムとして、東ソー（株）製の
“TSKgel XL”を４本と、昭和電工（株）製で昭光通商（株）が販売する“Shodex GPC KF
-802”を１本、計５本を直列につないで配置し、溶出液としてテトラヒドロフランを用い
て、試料濃度５mg／mL、試料導入量１００μL 、温度４０℃、流速１mL／分の条件で、標
準ポリスチレン換算により測定した値である。
【０１４３】
　また以下の例において、光学フィルムとして用いた偏光板における加熱時の反り量は、
次のようにして測定した。まず、偏光板の一方の面に、温度２３℃における貯蔵弾性率が
０.０５MPaである厚さ２５μm の市販のアクリル系粘着剤シートをラミネーターにより貼
り合わせ、粘着剤付き偏光板とした。この粘着剤付き偏光板を、偏光フィルムの延伸方向
×偏光フィルムの延伸方向に垂直方向が１５０mm×４０mmである大きさの断片に裁断し、
この断片から剥離フィルムを剥がした後、露出する粘着剤層を介して５１mm×１５６mmの
大きさで厚さ０.５mm のガラス〔コーニング社製の商品名“Eagle XG”〕に貼合して偏光
板／市販の粘着剤層／ガラスからなる積層体を得た。この積層体を、温度８５℃の乾燥条
件下で２４時間保管した後、室温で３０分放置してその反り量を計測した。反り量は、測
定台の上に湾曲した積層体を下に凸になるように置き、この重心位置を基準とし、そこか
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ら積層体を構成する偏光板の４隅において、浮き上がっている高さが絶対値で最も長いも
のとした。この測定値を偏光板における加熱時の反り量とした。
【０１４４】
　まず、粘着剤組成物の主成分であり、本発明で規定する第一のアクリル樹脂Ａ～Ｏ及び
それに類似するが本発明の規定から外れるアクリル樹脂Ｐ～Ｗを製造した重合例を示す。
なお、以下の重合例において、単量体（ａ１）である（メタ）アクリル酸アルキルエステ
ル、単量体（ａ２）である分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香
環とを有する不飽和単量体、単量体（ａ３）であるカルボキシル基を有する不飽和単量体
及び単量体（ａ４）である水酸基を有する不飽和単量体、アミド結合を有する不飽和単量
体又はアミノ基を有する不飽和単量体として次のものを使用した。
【０１４５】
〈単量体（ａ１）〉
　アクリル酸ブチル：後掲の表１においては「ＢＡ」と略記する。
　アクリル酸２－エチルへキシル：後掲の表１においては「ＥＨＡ」と略記する。
　アクリル酸メチル：後掲の表１においては「ＭＡ」と略記する。
【０１４６】
〈単量体（ａ２）〉
　アクリル酸２－フェノキシエチル：後掲の表１においては「ＰＥＡ」と略記する。
　アクリル酸２－（２―フェノキシエトキシ）エチル：後掲の表１においては「ＰＥＡ２
」と略記する。
　アクリル酸ベンジル：後掲の表１においては「ＢＺＡ」と略記する。
【０１４７】
〈単量体（ａ３）〉
　アクリル酸：後掲の表１においては「ＡＡ」と略記する。
　アクリル酸２－サクシノイルオキシエチル：後掲の表１においては「Ａ－ＳＡ」と略記
する。
【０１４８】
〈単量体（ａ４）〉
　アクリル酸２－ヒドロキシエチル：後掲の表１においては「２ＨＥＡ」と略記する。
　アクリル酸４－ヒドロキシブチル：後掲の表１においては「４ＨＢＡ」と略記する。
　Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド：後掲の表１においては「ＤＭＡＡ」と略記する。
　アクリル酸２－（ジメチルアミノ）エチル：後掲の表１においては「ＤＭＡＥＡ」と略
記する。
　Ｎ－（メトキシメチル）アクリルアミド：後掲の表１においては「ＭＭＡＭ」と略記す
る。
【０１４９】
［重合例１］
　冷却管、窒素導入管、温度計及び攪拌機を備えた反応容器に、酢酸エチル ８１.８部、
単量体（ａ１）としてアクリル酸ブチル３９.０部及びアクリル酸メチル５０.０部、単量
体（ａ２）としてアクリル酸２－フェノキシエチル７.０部、 単量体（ａ３）としてアク
リル酸１.０部、並びに単量体（ａ４）としてアクリル酸２－ヒドロキシエチル３.０部の
混合溶液を仕込み、窒素ガスで装置内の空気を置換して酸素不含としながら、内温を５５
℃に上げた。その後、アゾビスイソブチロニトリル（重合開始剤） ０.１４部を酢酸エチ
ル１０部に溶かした溶液を全量添加した。開始剤の添加後１時間この温度で保持し、次に
内温を５４～５６℃に保ちながら、添加速度１７.３部／hr で酢酸エチルを反応容器内へ
連続的に加え、アクリル樹脂の濃度が３５％となった時点で酢酸エチルの添加を止め、さ
らに酢酸エチルの添加開始から１２時間経過するまでこの温度で保温した。最後に酢酸エ
チルを加えて、アクリル樹脂の濃度が２０％となるように調節し、アクリル樹脂の酢酸エ
チル溶液を調製した。得られたアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平
均分子量Ｍwが１２０万、Ｍw／Ｍnが４.９４であった。これをアクリル樹脂Ａとする。ア
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【０１５０】
［重合例２］
　共重合させる単量体の組成を、単量体（ａ１）がアクリル酸ブチル ４９.０部及びアク
リル酸メチル４０.０部、単量体（ａ２）がアクリル酸２－フェノキシエチル７.０部、単
量体（ａ３）がアクリル酸１.０部、 並びに単量体（ａ４）がアクリル酸２－ヒドロキシ
エチル３.０部となるように変更した以外は、 重合例１と同様にしてアクリル樹脂を製造
した。得られたアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍw が
１４８万、Ｍw／Ｍnが５.２０であった。 これをアクリル樹脂Ｂとする。アクリル樹脂Ｂ
中に存在するカルボニル基の重量比率は ２５.８６％であった。
【０１５１】
［重合例３］
　冷却管、窒素導入管、温度計及び攪拌機を備えた反応器に、酢酸エチル１２０部を仕込
み、窒素ガスで装置内の空気を置換し、酸素不含とした後、内温を７５℃に昇温した。ア
ゾビスイソブチロニトリル（重合開始剤） ０.０５部を酢酸エチル５部に溶かした溶液を
全量添加した後、内温を７４～７６℃に保ちながら、単量体（ａ１）としてアクリル酸ブ
チル４９.０部及びアクリル酸メチル４０.０部、単量体（ａ２）としてアクリル酸２－フ
ェノキシエチル７.０部、単量体（ａ３）としてアクリル酸１.０部、並びに単量体（ａ４
）としてアクリル酸２－ヒドロキシエチル３.０部の混合溶液を、 ２時間かけて反応系内
に滴下した。その後、内温７４～７６℃で５時間保温し、反応を完結した。最後に酢酸エ
チルを添加して、アクリル樹脂の濃度が４０％となるように調節し、アクリル樹脂の酢酸
エチル溶液を調製した。得られたアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量
平均分子量Ｍwが５８万、Ｍw／Ｍnが４.４９であった。これをアクリル樹脂Ｃとする。ア
クリル樹脂Ｃ中に存在するカルボニル基の重量比率は ２５.８６％であった。
【０１５２】
［重合例４～２３］
　共重合させる単量体の組成を、それぞれ表１に示すとおり変更した以外は、重合例１と
同様にしてアクリル樹脂Ｄ～Ｗを製造した。得られたアクリル樹脂のＧＰＣによるポリス
チレン換算の重量平均分子量、分子量分布、及びアクリル樹脂中に存在するカルボニル基
の重量比率を表１に示す。
【０１５３】
　重合例１～２３における共重合させる単量体の組成、得られたアクリル樹脂のＧＰＣに
よるポリスチレン換算の重量平均分子量、分子量分布、及びアクリル樹脂中に存在するカ
ルボニル基の重量比率を、表１中「アクリル樹脂の共重合に使用する単量体の組成」、「
Ｍw 」、「Ｍw／Ｍn」及び「ＣＯ重量比」の欄にそれぞれ示す。
【０１５４】
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【表１】

【０１５５】
　次に、上で製造したアクリル樹脂を用いて粘着剤を調製し、光学フィルムに適用した実
施例及び比較例を示す。以下の例では、架橋剤及びシラン化合物として、それぞれ次のも
のを用いた（いずれも商品名である）。
【０１５６】
〈架橋剤〉
　コロネート Ｌ ：トリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパンアダクト体の酢
酸エチル溶液（固形分濃度７５％）、日本ポリウレタン（株）から入手。後掲の表２にお
いては「Cor-L」と略記する。
　タケネートD-204EA ：トリレンジイソシアネートのイソシアヌレート体の酢酸エチル溶
液（固形分濃度５０％）、三井化学（株）から入手。後掲の表２においては「D204EA」と
略記する。
【０１５７】
〈シラン化合物〉
　KBM-403　 ：グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（液体）、信越化学工業（株）
から入手。後掲の表２においては「KBM403」と略記する。
　X-41-1053 ：シリコーンアルコキシオリゴマー（液体）、信越化学工業（株）から入手
。後掲の表２においては「1053」と略記する。
【０１５８】
［実施例１～２１及び比較例１～８］
（ａ）粘着剤の製造
　重合例１、２及び４～２３で得たアクリル樹脂の濃度が２０％酢酸エチル溶液を用い、
それぞれの固形分１００部に対し、上述の架橋剤を表２に示すそれぞれの量、及び上述の
シラン化合物を表２に示すそれぞれの量混合し、さらに固形分濃度が１３％となるように
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酢酸エチルを添加して、粘着剤組成物とした。なお、架橋剤は、酢酸エチル溶液で入手し
たが、表２に示す添加量は、その固形分量である。
【０１５９】
　また、重合例３で得たアクリル樹脂の濃度が４０％酢酸エチル溶液を用い、それぞれの
固形分１００部に対して、上述の架橋剤を表２に示すそれぞれの量、及び上述のシラン化
合物を表２に示すそれぞれの量混合し、さらに固形分濃度が２８％となるように酢酸エチ
ルを添加して、粘着剤組成物とした。なお、架橋剤は、酢酸エチル溶液で入手したが、表
２に示す添加量は、その固形分量である。
【０１６０】
（ｂ）粘着剤シートの作製
　上記（ａ）で調製したそれぞれの粘着剤組成物を、離型処理が施されたポリエチレンテ
レフタレートフィルム〔リンテック（株）から入手した商品名“PLR-382051”、セパレー
ターと呼ぶ〕の離型処理面に、アプリケーターを用いて乾燥後の厚さが２０μm となるよ
うに塗布し、１００℃で１分間乾燥して、粘着剤シートを作製した。
【０１６１】
（ｃ）粘着剤付き偏光板の作製
　平均重合度約２４００、ケン化度 ９９.９モル％で厚さ６０μm のポリビニルアルコー
ルフィルム〔（株）クラレ製の商品名“クラレビニロン VF-PE#6000 ”〕を、３７℃の純
水に浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／水の重量比が ０.０４／ １.５／１００の水
溶液に３０℃で浸漬した。その後、ヨウ化カリウム／ホウ酸／水の重量比が１２／ ３.６
／１００の水溶液に ５６.５℃で浸漬した。引き続き、１０℃の純水で洗浄した後、８５
℃で乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ素が吸着配向された厚さ約２３μm の偏光フ
ィルムを得た。延伸は、主に、ヨウ素染色及びホウ酸処理の工程で行い、トータル延伸倍
率は５.３倍であった。
【０１６２】
　上で作製した偏光フィルムの片面に、紫外線吸収材を含む厚さ８０μm の第二のアクリ
ル樹脂〔住友化学（株）製の商品名“テクノロイＳ００１”〕が、他方の面にシクロオレ
フィン系樹脂からなる厚さ５２μm の位相差フィルム〔温度４０℃で９０％の相対湿度に
おける透湿度が４２ｇ／（m2・２４hr）〕がそれぞれ積層された３層構造の偏光板におい
て、シクロオレフィン系樹脂からなる位相差フィルム面に、上記（ｂ）で作製した粘着剤
シートのセパレーターと反対側の面（粘着剤面）をラミネーターにより貼り合わせた後、
温度２３℃、相対湿度６５％の条件で７日間養生して、粘着剤付き偏光板を作製した。な
お、この偏光板の加熱時の反り量は、１６５０μm であった。
【０１６３】
（ｄ）粘着剤層の引張弾性率測定
　上記（ｂ）で作製した粘着剤シートを室温で７日間養生した後、以下の方法で引張弾性
率を測定した。まず、粘着剤シートの養生後、２組の粘着剤シートの粘着剤面同士を重ね
合わせて一方のセパレーターを剥離し、表面に現れた粘着剤面にさらに別の粘着剤シート
の粘着剤面を重ね合わせる、という作業を繰り返し行い、厚さ６００μm の粘着剤シート
を作製した。この粘着剤シートから１５mm×５０mmの断片を切り出し、セパレーターから
剥がして測定サンプルを作製した。この測定サンプルを、引張試験機〔（株）島津製作所
製のAUTOGRAPH AG -IS〕の上下チャックに、測定サンプルにおける長辺方向の引張弾性率
が測定されるよう、チャック間距離３０mmでセットし、温度２３℃、相対湿度５５％の環
境下において、引張速度３００mm／分の条件で引張り、応力－歪み曲線を作成し、引張弾
性率（MPa ）を求めた。結果を表２に示した。
【０１６４】
（ｅ）光学積層体の作製及び評価
　光学積層体は、上記（ｃ）で作製した粘着剤付き偏光板からセパレーターを剥がし、そ
の粘着剤面を液晶セル用ガラス基板〔コーニング社製の商品名“Eagle XG”〕の両面にク
ロスニコルとなるように貼着して作製した。この光学積層体に対して次の３つの条件で耐



(32) JP 2015-193811 A 2015.11.5

10

久試験を行い、それぞれの試験後の光学積層体において、粘着剤層の浮き、剥れ、又は発
泡などに起因する外観変化の有無を目視で観察した。耐久試験は、温度１００℃の乾燥条
件下で１０００時間保管する耐熱試験、温度８０℃及び相対湿度９０％で１０００時間保
管する耐湿熱試験、並びに７０℃に加熱した状態から－４０℃に降温し、次いで７０℃に
昇温する過程を１サイクル（３０分間）として、これを５００サイクル繰り返す耐ヒート
ショック試験である。それぞれの結果を以下の基準で分類し、表２にまとめた。
【０１６５】
〈耐熱試験、耐湿熱試験、及び耐ヒートショック試験の評価基準〉
　　◎：浮き、剥れ、発泡等の外観変化が全くみられない。
　　○：浮き、剥れ、発泡等の外観変化がほとんどみられない。
　　△：浮き、剥れ、発泡等の外観変化がやや目立つ。
　　×：浮き、剥れ、発泡等の外観変化が顕著に認められる。
【０１６６】
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【表２】

【０１６７】
　表１及び表２からわかるように、本発明で規定する粘着剤組成物を用いた実施例１～２
１は、本発明の規定の範囲外のアクリル樹脂から構成される粘着剤組成物を用いた比較例
１～５に比べ、耐熱性、耐湿熱性及び耐ヒートショック性において、優れる結果が得られ
た。
【産業上の利用可能性】
【０１６８】
　本発明の粘着剤付き樹脂フィルムは、粘着剤層を介してガラスに貼合されたとき、樹脂
フィルムが車載用途などを想定した過酷な環境を想定した耐久試験において変形量の大き



(34) JP 2015-193811 A 2015.11.5

10

な光学フィルムであっても、浮きや剥れなどが生じず耐久性に優れるものである。この樹
脂フィルムとして光学フィルムを採用した粘着剤付き樹脂フィルムは、液晶表示装置に好
適に用いられる。
【符号の説明】
【０１６９】
　１……偏光フィルム、
　２……表面処理層、
　３……（第一の）保護フィルム、
　４……第二の保護フィルム、
　５……偏光板、
　７……位相差フィルム、
　８……層間粘着剤、
１０……光学フィルム、
２０……液晶セル（ガラス基板）に貼合される粘着剤層、
２５……粘着剤付き樹脂フィルム、
３０……液晶セル（ガラス基板）、
４０……光学積層体。

【図１】
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